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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ペルー共和国 案件名：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト

分野：農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部農業・農村開

発第一グループ第二チーム 

協力金額（評価時点）：5 億 300 万円 

協力期間 

R/D：2011 年 7 月～ 

2016 年 7 月（60 カ月） 

先方関係機関：国立農業研究所（INIA）、農村農業生産

開発計画（AGRO RURAL）、カハマルカ州政府及び関係

郡・区政府 

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ペルー共和国（以下、「ペルー」と記す）のマクロ経済は安定的に成長している。反面、GINI 

係数は 0.481と高く、貧富の格差が依然大きい。貧困対策は国家の重要課題であり、プロジェク

ト形成時、2006～2011 年のガルシア政権は全国平均 50％を超える貧困率を、2011 年までに 30％

以下に削減することを目標としていた。ペルーの国土は、沿岸部（コスタ）、山岳部（シエラ）

及び内陸森林地帯（セルバ）に大別され、このなかで、山岳部（シエラ）の貧困率は 67.6％と

も高く、同地域における貧困対策は喫緊の課題である。このようななか、2006 年に「山岳地

域の農林畜産業等の振興を通じた貧困削減及び地域経済の活性化」を目的に発令された｢山岳

地域輸出振興法｣など、課題克服に向けた各種施策がペルー政府によって実施されている。 

山岳部（シエラ）に位置するカハマルカ州は、貧困率が 64.5％2に達し、人口の大半は農業に

従事している。小規模農家の多くは、粗放な天水農法によって伝統的作物（トウモロコシ、ジ

ャガイモ等）を、自家消費及び近隣市場への販売向けに栽培しているが、農業収入はほとんど

得られていないのが現状である。小規模農家は、農家 1 戸当たりの平均耕作面積が 0.5～3.0ha3

と小規模なため、農業収入の向上には、少ない作付面積で高い収益が上げられる作物の導入な

ど新しい営農体系の構築が求められている。 

こうした背景から、ペルー政府の要請を受け、本プロジェクトが、5 年の予定で実施される

こととなった。 

本プロジェクトは、カハマルカ州の選定されたモデル集落において、小規模農家の生計向上

に資する開発モデルを構築することを目的として、小規模農家を対象に、住民の組織化、紫ト

ウモロコシ、ニンニク、エンドウ豆といった作物の導入・栽培技術の改善、農産物生産チェー

ンの整備及び集落内の水土保全といった活動を展開してきた。なお、本プロジェクトにより開

発された開発モデルが、これまでに実施された有償資金協力事業「山岳地域・貧困緩和環境保

全事業（I）、（II）及び（III）」や、今後実施される予定である「山岳地域小中規模灌漑整備事

業」と併せ開発相乗効果をもたらすことも期待されている。 

 

 

                                                        
1 2010 年 世界銀行 http://datos.bancomundial.org/indicador/SI.POV.GINI 
2 2007 年 INEI http://desa.inei.gob.pe/Censos2007/Pobreza/ 
3 2007 年 INEI 農業センサス 
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１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、国立農業研究所（Instituto Nacional de Innovación Agraria：INIA）が、関

連組織〔農村農業生産開発計画（Programa de Desarrollo Productivo Agrario Rural：AGRO RURAL）、

州政府、郡政府、区政府〕などと連携しながら、カハマルカ州のカハバンバ郡、カハマルカ郡、

サン・マルコス郡、サン・ミゲル郡及びサン・パブロ郡から選定されたモデル集落において、

小規模農家を対象とした各種活動（農業技術の改善、農産物生産チェーンの整備、集落の水土

保全）の実施を通じて、小規模農家の生計向上に向けたモデルを構築するものである。 

 

（1）上位目標 

1） 対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

2） 啓発対象地域においてモデルが活用される。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

 

（3）成果 

成果 1． モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

成果 2． モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

成果 3． モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

成果 4． モデル集落の水土保全が促進される。 

成果 5． 啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化

する。 

 

（4）投入（評価時点） 

1） 日本側 総投入額 5 億 300 万円 

専門家派遣：10 名（合計 149.30 人/月） 機材供与：約 4,412 万円※ 

ローカルコスト負担：約 1 億 9,105 万円※ 

研修員受入：18 名（他に課題別研修 3 名） 

※2016 年 3 月 13 日、1 米ドル＝114.74 円を適用。 

2） ペルー側 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：35 名 

土地・施設提供：州都及び対象 5 郡においてオフィス・会議室、試験圃場、種子生産

圃場等の提供 

ローカルコスト負担：約 67 万 9,000 米ドル 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 永代 成日出 JICA 国際協力専門員 

協力企画 正永 能久 JICA 農村開発部農業・農村開発第一グループ

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 

通訳 東恩納 弘美 通訳 
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評価委員代表 Maria Carolina Gina 

Israel Palacios 

AGRO RURAL、国家公共投資システム専門家

評価委員 Athenas 

Castello-Branco 

Hurtado 

農業灌漑省（Ministerio de Agricultura y Riego：

MINAGRI）、国際協力室、専門家 

評価委員 Tulio Antenor 

Velásquez Camacho

INIA、土壌専門家 

評価委員 Maritza Pilar Paz 

Ramos 

AGRO RURAL、ナレッジマネジメント専門家

評価委員 Eduardo Mendoza 

Sarmiento 

AGRO RURAL、企画予算部、専門家 

評価委員 Ubelser Lezama 

Abanto 

カハマルカ州政府（ Gobierno Regional de 

Cajamarca：GORECAJ）、経済開発促進専門家

評価委員 Teresa Angélina 

Nieto López 

国際協力庁（Agencia Peruana de Cooperación 

Internacional：APCI）、プロジェクトスーバー

バイザー 

調査期間 2016 年 2 月 17 日〜2016 年 3 月 10 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果 1：モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

達成指標：1-1. 各モデル集落において、適切な農民組織が形成される。 

1-2. すべての農民組織において、毎年年間計画が策定され、また活動報告が行わ

れる。 

1-3. 農民組織が少なくとも月 1 回の組織的活動をする。 
 
成果 1 は達成された。 

指標 1-1：当初は、対象郡においてモデル集落が 5 つ選定される計画であった。しかしながら 1

つの集落だけでは農民組織に参加する農家の数が少なかったため、複数の集落から参加を促進

することで農家数が確保された。唯一サン・パブロ郡の組織だけが単一の集落の農家により形

成されている。現在ではこれらすべての農民組織が納税者番号（RUC）をもつ正式な組織

（Asociación）として形成されている。 

指標 1-2：プロジェクトの記録によれば、プロジェクト開始当初は、いずれの農民組織も、年

間活動計画策定を含むすべての活動について、プロジェクトの全面的な支援を必要としたと報

告されている。しかし、プロジェクト第四作期（2015～16 年作期、 終作期）に至った段階で

は、すべての組織が活動の一部についてプロジェクトからの支援を受けつつも主体的に年間活

動計画（肥料購入・配付、共同販売等）を策定し活動報告を行うようになっている。 

指標 1-3：上記の年間活動計画に沿って、プロジェクトからの助言を受けつつ、いずれの農民

組織も平均で月 1 回集会をもち、集会を通じて作期に応じた関連活動を計画し、組織的に肥料

配付または共同販売等の活動を実施している。 
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成果 2：モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

達成指標：2-1. 対象作物の単収が平均 30％増加する｡ 

2-2. 直接受益農家の 30％が生産物の品質を改善する。 

 

成果 2 は達成された。 

指標 2-1：プロジェクトでは当初、紫トウモロコシ、ニンニク、エンドウ豆が対象作物として

定められたが、ニンニクについては、対象地域の環境への適応性が低いことなどから農家への

普及対象作物から除外された。紫トウモロコシの伝統的栽培方法による単収 1.5t/ha に対して第

三作期（2014～15 年作期）の平均単収は 5.4t/ha（260％増加）であった。エンドウ豆の伝統的

栽培方法による平均単収 1.6t/ha に対し第三作期（2014～15 年作期）の平均単収は 5.0t/ha（212.5％

増加）であった。 

指標 2-2：プロジェクトで実施されたサンプリング調査4によると、紫トウモロコシについて、

ナモラ区の例では 1 級品率が 46％（第一作期）から 69％（第三作期）へと増加、2 級品率は

20％（第一作期）から 23％（第三作期）へと増加し、3 級品以下の割合は減少した5。エンドウ

豆については、サン・ミゲル郡の例では 1 級品率が第一作期では 77％、第二作期では 84％、

第三期作では 89％であった6。以上は高水準の品質を達成している農家の割合が増えたことを

示している。 

 

成果 3：モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

達成指標：付加価値化により対象産品（原材料重量当たり）の収益性が 30％向上する。 

 

成果 3 は達成された。 

当初農産物の付加価値化のための加工施設や機材の投入を想定していたが、投入後の運営維

持管理に係る経費が小規模農家にとって大きな負担となる恐れがあったことから、加工施設・

機材による付加価値化ではなく、生産、集荷及び出荷に要するコストの低減により収益性を向

上させることが検討された。第三作期（2014～15 年作期）において 4 つの農民組織が生鮮品の

選果と共同出荷から成る生産チェーンを形成した。その際に得られた利益と通常販売時の利益

との比較によれば、通常販売よりも紫トウモロコシでは 13％から 18％、エンドウ豆では 6％か

ら 21％、利益が向上する結果となった。初期投資や維持管理を必要とする加工場等の施設・設

備を導入することなく、共同の作業だけで目に見える成果が得られた。すなわち農産物生産チ

ェーンは整備されたといえる。 

 

成果 4：モデル集落の水土保全が促進される。 

達成指標：4-1. モデル集落の小規模農家（直接受益農家）のうち 50％が土壌保全対策を適

用する｡ 

4-2. 各モデル集落において植林計画が策定され、計画に沿った植林活動が実施さ

れる。 

                                                        
4 サンプル調査は、カハマルカ郡ナモラ区のプロジェクトに参加した全農家を対象に行われた。 
5 紫トウモロコシの等級基準は、次のとおり。1 級品：果穂長 15cm 以上で外観に傷がないもの、2 級品：果穂長が 12～15cm で

外観に傷がないもの、3 級品：果穂長 7～12cm で外観に傷がないもの。 
6 エンドウ豆の等級基準は、次のとおり。1 級品：莢に傷がなく、緑色で、子実に欠損がないもの。 
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成果 4 は部分的に達成している。 

指標 4-1：プロジェクトでは、農民組織活動に参加した農家に対し何らかの土壌保全対策（集

約的植林、アグロフォレストリー、被覆作物、浸透溝テラス、ミミズ堆肥）の導入を義務づけ

ている。このため農民組織のメンバー全員が上記いずれかの土壌保全対策を自らの耕作地に適

用している。水土保全の促進に向けた個別活動は実施されているといえる。 

指標 4-2：集落単位の活動が求められていたが、指標 1-1 でも述べたとおり、実際は集落単位で

はなく農民組織を母体とする活動に変更されたため、集落単位での活動が行われていない。農

民組織単位ではあるものの、7 つの農民組織のうち、イチョカン区及びナモラ区の 2 つの組織

では植林活動が実施されている。他の農民組織において共同植林ができなかった理由の 1 つと

して、共有地が存在しないことが挙げられ、本指標については、プロジェクト終了時点でも達

成される見込みはない。 

 

成果 5：啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化する。

達成指標：5-1. すべての啓発対象地域において、策定された啓発計画が達成される。 

5-2. 啓発活動対象者のうち 50％がモデルに高い関心を示す。 

 

成果 5 は達成された。 

指標 5-1：啓発活動計画が策定され、この啓発活動計画に基づき計画されたすべての活動が実

施された。加えて、カハマルカ州技術者協会、南米トウモロコシ会議及びイディアス・ペルー

（NGO）の要請に応じ追加の啓発活動も実施している。 

指標 5-2：これまでに合計 3 回のモデル（案）に係る啓発セミナーが開催され、啓発対象地域

の州農業局など農業開発に携わる関係者合計 191 名が参加した。セミナーでは、12 項目から成

るモデル（案）の重要な事項について説明が行われ、参加者に対しアンケート調査が実施され

た。この結果、アンケートに回答を行った者（ 低で 115 名、 高で 126 名）の 50％以上（項

目ごとに“非常に良い”と回答した者は全回答者の 低で 54％～ 高で 72％）がこれら重要

事項の内容が適切と評価し、高い関心をもった。 

 

プロジェクト目標：対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。

達成指標：小規模農家の生計向上に向けた方法論、技術論を取りまとめた文書が作成される。

 

プロジェクト目標は達成される見込みである。 

対象作物を紫トウモロコシ、エンドウ豆等として、対象の 5 郡において、モデル形成のため

の活動が行われた。その活動においては、複数の作期にわたり、農民組織のメンバーにより対

象作物の生産に係る農業資材の共同購入、栽培、選果、加工、共同販売等が実施された。これ

ら活動の結果、小規模農家の生計向上へのオプションの 1 つとして、紫トウモロコシ及びエン

ドウ豆の作物にかかわる生産チェーン（農産物の生産と質の向上、選果加工及び共同出荷）は

収入向上につながることが実証された。以上のプロジェクトの経験に基づいて、作物の生産チ

ェーンの構築または効率化を通じた小規模農家生計向上のためのモデル（案）が作成された。

今後、同ガイドラインについて、先方実施機関の 終承認を得て、MINAGRI の正式な技術図

書として発行されることにより、プロジェクト目標は達成される。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

1） 政策との整合性 

農業セクター多年戦略計画（ Plan Estratégico Sectorial Multianual de Agricultura, 

MINAGRI：PESEM）2015-2021 では、農業開発の 2 つ目の戦略目標（Objetivo estratégico）

として、特に小規模農家に重点を置いて、農業の競争力と市場アクセスを強化すること

を挙げている。この戦略目標を達成するための戦略活動（Acciones Estratégicas）として、

13 の項目が挙げられ、そのなかに、No.3 農業技術を改善すること、No.10 金融サービ

スへの農家のアクセスを促進すること、No.11 農家による事業組織の設置を督励するこ

となどが含まれている。 

2） 受益者の技術ニーズとの整合性 

農民組織のメンバーに関していうと、慣行の栽培技術は、粗放的であり、適切な肥料

投入と管理を行うプロジェクトで導入した栽培技術とは大きく異なっていた。プロジェ

クト活動が対象とする 1 農家当たりの耕作面積は紫トウモロコシ 0.25ha、エンドウ豆

0.10ha に制限され、また、投入資材も農家の負担逓増により支援された。新しい技術を

導入するため農家の技術習熟度が収量に大きく影響すること、限られた農地に 1 つの作

物が集中した場合不作となったときの経済的損失が大きくなること、及び農家自身にも

経費負担逓増を求めているため面積が大きくなると農家が負担できる範囲を超えてし

まうことから、栽培面積が制限された。また、農家の栽培技術は年々向上していること

から、導入された技術が適切であったと考えられる。すなわち、プロジェクトが導入し

た栽培技術は慣行農業とは異なっていたが、技術レベルも適切であり、農家のニーズに

合致していたといえる。 

 

（2）有効性：高い 

5 郡での活動を踏まえ、小規模農家の生計向上に向けた方法論、技術論を取りまとめた

文書として、「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」（案）が作成され、 終的な見直

しがプロジェクトにより進められていることから、プロジェクト目標は達成される見込み

である。 

また、同ガイドラインにも記載されたモデルは、9 州農業関係者に対する啓発セミナー

等においては高い評価を得ている。何よりも、対象作物（紫トウモロコシまたはエンドウ

豆）の収量を上げ共同販売の実施を通じて、現に現金収入機会を創出し得た点において農

民組織による評価が高い。モデルは、小規模農家の営農全般にわたって改善を働きかける

ものではなく、生計向上へのオプションの 1 つとして成功している。耕作面積を限定しリ

スクを低減することで、農家が試行しやすく、直ちに実践可能なものとしている。これが

モデルの成功の一因である。生計向上モデルを実際に確立したことによりプロジェクトの

有効性が高められている。 

 

（3）効率性：中程度 

試行錯誤がいくつかみられるプロジェクトとなった。単一集落を単位とした農民組織の

構築（モデル集落）、単位重量当たりの単価増加をめざす付加価値創出への努力、新たな
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作物であるニンニク導入への努力がなされた。このような努力の結果、複数集落を単位と

した農民組織の構築、選果と共同出荷に収支改善の途を見出すことなど、実施可能な方法

が見出された。以上の試行錯誤を通じてアプローチの是正がなされたが、同時に、当初選

定された単一集落の詳細地図の作成のように、成果発現につながらない投入が一部に生じ

る結果となった。 

 

（4）インパクト：高いと見込まれる 

プロジェクト対象地域における生計向上の試みとして、プロジェクト実施機関である

INIA バーニョス・デ・インカ研究所、GORECAJ 及び AGRO RURAL はプロジェクト終了

後も引き続き、モニタリング、技術者の配置、農業用資材の投入を行うことを約束してい

る。また、プロジェクトで開発されたモデルの他地域への適用の試みとして、AGRO RURAL

は独自予算による本プロジェクトの後続プロジェクトの実施を計画している。これは、国

家公共投資システム（Sistema Nacional de Inversión Pública：SNIP）の 1 つとして行われる

こととなるため、必要な作業計画（Plan De Trabajo）が作成され、既に MINAGRI 投資計画

室の承認が得られている。現在はプロファイル作成のための投資前調査（Estudio de Pre 

inversion a nivel Perfil）の実施段階にある。投資前調査は机上調査を含み、対象の 3 州（カ

ハマルカ、ラ・リベルタッド及びアマソナス州）で行われるサイト調査から成り、2016 年

6 月または 7 月に完了する見込みである。MINAGRI 投資計画室の審査・評価に先立ち、調

査結果が経済財政省のプロジェクトバンクに登録されること、また 2017 年の組織予算が

承認される前に、このプロジェクトの承認が行われることが期待される。以上より、上位

目標の達成が期待できる。 

サン・パブロ郡では、2015 年に独自予算により、本プロジェクトで推奨した栽培技術を

用いた農家支援が行われた。2016 年の作期は、支援面積は紫トウモロコシで計 6ha 及びエ

ンドウ豆で計 2ha まで拡大され、プロジェクトで導入した栽培技術のみならず本プロジェ

クトで開発したモデルを活用した共同販売まで拡大される予定である。 

プロジェクトでは、多くの農産物関連企業から紫トウモロコシ生産に関する質問や現場

訪問を受けてきた。これは本プロジェクトの実施により、カハマルカ州の紫トウモロコシ

生産地としての知名度が増したことによるもので、波及効果の 1 つとしてとらえることが

できる。 

 

（5）持続性：高いと見込まれる 

1） 制度面 

本プロジェクトにおいて、モデルの文書化として「小規模農家商業的農業構築ガイド

ライン」が作成されている。本プロジェクトと目的が類似する MINAGRI 予算プログラ

ム 121 号（市場と小規模生産者連結改善プログラム）からの同ガイドラインの発行をめ

ざして、現在 MINAGRI との間で調整が進められている。本プログラムは小規模生産者

の市場アクセスを改善するすべてのプロジェクトにつながるものである。本プログラム

名での発行により、より広い地域での継続したモデル活用につながることが期待され

る。 
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2） 財務面 

現時点で予算措置が決定しているものとしては、INIA 技術者が「国家農業革新プログ

ラム（PNIA)」の「技術移転ファンド」に提出した「紫トウモロコシ生産普及に関する

活動」、県・郡・区などによる活動などである。現 AGRO RURAL により計画されている

ペルー独自資金による後続プロジェクトについては、現在、AGRO RURAL により現地

調査が行われており、今後、プロジェクト計画書の 終化及び MINAGRI の評価が行わ

れる予定で、承認が下りた場合には予算が確保される。 

3） 技術面 

農家レベルにおいて、本プロジェクトで導入した技術の多くは、基本的なものが多く、

農家自身で継続していくことは可能と考えられる。また、実施機関の C/P レベルにおい

ては、プロジェクト期間中に必要なマニュアルやガイドラインを整備したものを用い

て、継続して普及を行うことができると考えらえる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関するもの 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関するもの 

① 終受益者である農家以外の生産チェーンのアクターを排除するのではなく、農家組

織による農業資材の共同購入、品質が均等な農産物の一括共同輸送・共同販売を通じ

て、資材業者、農家組織、運送業者、卸売業者それぞれの役割を明確にし、リスクを

低減させることにより、農家の収益が拡大した。 

② 新たな作物や栽培方法を導入するにあたり、農家の経済的・精神的負担を踏まえて、

耕作面積を限定しリスクを低減することで、農家が試行しやすく、直ちに実践可能な

ものとしている。さらに、活動開始当初から農家の負担を求めてきたことにより、農

家のプロジェクトに対する理解が深まるとともに、積極的にプロジェクト活動に参加

するようになった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関するもの 

プロジェクト実施機関として INIA、GORECAJ、AGRO RURAL、その他郡・区政府など

多くの機関が設定された。各機関の予算執行のフローや予算執行のタイミングが異なるた

め、機関間の調整に相当な時間を要し、プロジェクト活動が停滞することがあった。 

 

（2）実施プロセスに関するもの 

① プロジェクトの実施にあたり設置された中央技術チーム（Equipo Técnico Central：ETC）

やローカル技術チーム（Equipo Técnico Local：ETL）に配置された C/P 職員のうち、

政府正規職員は 38％、非正規職員は 62％である。ここでいう非正規職員とはプロジ

ェクト実施のために関係政府機関により有期契約で雇用された農業分野等の専門家

（農家組織に対する技術指導を行う）あるいは INIA 種子農場の圃場作業員である。
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このような非正規職員の契約はプロジェクトの終了に伴い雇用が停止され、プロジェ

クト終了後も継続して同様の活動を行えなくなる可能性がある。そのため、こうした

人材が散逸しても、プロジェクトの効果が可能な限り継続するようなさまざまな工夫

が検討されている。 

② プロジェクト対象地域の環境条件に適合しないなどの問題から、ニンニクに関する栽

培技術普及、種子生産は第一期作を除き実施されなかった。現状、ニンニクに関して

は基礎的栽培技術研究だけが継続されている。また、単位重量当たりの単価増加（付

加価値創出）をめざす加工場はイチョカン区を除き見送られた。しかしながら、イチ

ョカン区のように農家の組織化が進んでいる組織でない場合は加工場の運営維持管

理が農家組織の大きな負担となること、及び、加工による高付加価値をめざすまでも

なく、農家組織による農業資材の共同購入、計画的な生産、農産物の共同販売が実現

することが判明したことにより、加工場の建設を見送ったことの影響はほとんどなか

った。 

 

３－５ 結論 

評価 5 項目の検討の結果は全体として満足するものであった。山岳地域の小規模農家の生計

向上モデルの構築という目標に向け試行錯誤の末、先方実施機関間の連携活動により持続性と

普及性に富む現実的かつ具体的なモデルが構築されたと評価できる。したがって、このプロジ

ェクトの目標はほぼ達成されている。よって、プロジェクトを予定どおり終了することが適当

である。 

プロジェクトにおいて設立・育成された農民組織は自主的な活動を展開しており基礎はつく

られたといえるが、今後の自立発展に向けてはまだ支援が必要な状況にある。また、モデルの

カハマルカ州内及び他 8 州への普及という上位目標の達成を確実なものとするため、下記に示

す提言に従った措置がプロジェクト及びペルー側関係機関により講じられることが強く望ま

れる。 

 

３－６ 提言 

（1）プロジェクト実施機関は、プロジェクトで設立した農民組織の更なる自立発展に向けた

継続的な支援を行うこと。 

 

（2）開発モデルのカハマルカ州内及び他 8 州への普及への措置 

① GORECAJ は、郡・区と連携して、州内におけるモデルの普及を行うこと。 

② AGRO RURAL は、独自予算による後続プロジェクトを実施すること。 

③ AGRO RURAL は円借款「山岳地域中小規模灌漑整備事業」においてモデルを活用す

るため、同事業に従事する農業技術者、普及員、コンサルタントなど関係者の同モデ

ルについての理解を促すこと。 

④ プロジェクトは、モデルの普及を行うため、MINAGRI 予算プログラム 121 号を通じ

た「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」の発行を行うこと。 
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（3）プロジェクトは、モデルの効率的な普及のため、モデルに特化した「小規模農家商業的

農業構築ガイドライン」要約版を作成すること。 

 

（4）プロジェクトで構築したモデルは部分的な活用も可能である。今後、ペルー側で同様の

事業を実施する場合には、事業実施機関の予算に応じて、モデルの一部を適用するなど柔

軟な活用を行うこと。 

 

（5）上位目標達成の度合いを把握するため、MINAGRI は「小規模農家商業的農業構築ガイ

ドライン」の配付先を記録するとともに、モニタリングを行うこと。 

 

（6）プロジェクトは、Asociación として登録された農民組織の形態が組織の収益を各構成員

に分配できる形態であるのかを検証すること。 

 

（7）GORECAJ は、プロジェクトで実施した紫トウモロコシ栽培を州の優先農業生産物とし

て推進すること。 

 

３－７ 教訓 

（1） 多数の機関を実施機関とする場合には、関係各機関が有する資源を有効に活用するた

め、組織間連携を進めていくことが重要であるが、組織間の調整に相当な労力を要するた

め、可能な限り予算や要員の措置を 1 つの主要機関に集中させ、他の機関は補足的な役割

を担うようにすることが適当である。 

 

（2）特に、商業的農業の振興を図る場合には、 受益者である農家に活動の開始当初から負

担を求めることにより投資意欲が高く積極性のある農家を選別することができ、活動の持

続性も高まると考えられる。 

 

（3）商業的農業の振興を図るためには、必ずしも仲買人の介入を排除するのではなく、農家

と消費者を結びつけ、仲買人の役割を限定することによって、農家の利益を 大化するこ

とができる。 
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Summary of Evaluation Results 
 

I. Outline of the Project 

Country: Republic of Peru Project title: Project for improving livelihood of 

small-scale farmers in Cajamarca 

Issue/Sector: Agriculture Development Cooperation scheme: Technical cooperation project 

Division in charge：Team 2, Agricultural and 

Rural Development Group 1, Rural 

Development Department 

Total cost: 503 million Yen 

Period of 

Cooperation 

R/D: July 2011 to July 2016  

(60 months) 

Implementation Organization: Instituto Nacional de 

Innovación Agraria (INIA), Programa de 

compensaciones para la competitividad (AGRO 

RURAL), Government of Cajamarca Region and other 

municipality governments involved 

Supporting Organization in Japan: None 

Related Cooperation: None 

1. Background and overview of the Project 

The macro economy of the Republic of Peru is growing steadily. On the other hand, the GINI 

coefficient is as high as 0.481, and the gap between the rich and the poor is still large. Poverty reduction 

is an important issue of Peru, and when the project was formed, the Garcia administration in 2006-2011 

aimed to reduce the poverty rate exceeding 50% nationwide average to 30% or less by 2011. The land 

of Peru is broadly divided into coastal areas “Costa”, mountainous areas “Sierra” and inland forest areas 

“Selva”, among which the poverty rate of mountainous areas “Sierra” is 67.6%. Poverty reduction in the 

“Sierra” region is the most urgent task. Under such circumstances, the Peruvian government has been 

implemented the various measures to overcome this issue, such as "Mountain Region Export Promotion 

Act" issued for the purpose of "Poverty reduction and regional economy revitalization through 

promotion of agriculture, forestry and livestock industry etc. in mountainous areas" in 2006. 

 

Cajamarca Region is located in the mountainous areas “Sierra”, with a poverty rate of 64.5%2. 

Most of the population is engaged in agriculture. Especially, a lot of small scale farmers extensively 

produce traditional crops (corn, potatoes, etc.) under rain-fed conditions, for self-consumption and for 

sale in nearby markets. The average arable land of a household of the small-scale farmer is quite small, 

from 0.5 to 3.0 ha3. As a result, they have practically little cash income from agriculture. In order to 

improve such situations, it is requires to construct a new farming system including introduction of new 

products, which allow farmers to obtain higher incomes in such a small arable land. 

 

Against such a background, the technical cooperation project “Proyecto de Incremento de los 

                                                        
1 2010, World Bank, http://datos.bancomundial.org/indicador/SI.POV.GINI 
2 2007, INEI, http://desa.inei.gob.pe/Censos2007/Pobreza/ 
3 2007, INEI “Censo Agropecuario” 
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Ingresos Económicos de los Pequeños Productores Agrarios en la Región Cajamarca" (hereinafter 

referred to as “the Project”) began, based on the request from the Government of Peru. 

 

For the purpose of constructing a development model that contributes to the improvement of 

livelihoods of small-scale farmers in the selected model village of Cajamarca Region, various activities 

have been conducted in the Project to establish and strengthen farmers’ organizations, to introduce new 

crops such as purple corn, garlic, peas and improve the cultivation technologies of these crops, to set up 

a agricultural production chain, and to promote soil conservation of soil in the selected villages.     

 

It is expected to create synergy between the model developed in the Project and the past loan 

program of "Proyecto de Mitigación de la Pobreza y Conservación Ambiental en la Sierra (I), (II) y (III)" 

and the ongoing “Programa de Pequeña y Mediana Infraestructura de Riego en la Sierra del Perú ". 

 

2. Project Overview 

In the Project, INIA aims to construct a model for improving the livelihood of small-scale farmers 

through various activities for small-scale farmers (improvement of agricultural technology, 

improvement of production chain of agricultural products and promotion of soil conservation by 

communities) in collaboration with related organizations (AGRORURAL, Regional government, 

provincial municipality  government, district government) etc., in villages selected from provicial 

municipalities of Cajabamba, Cajamarca, San Marcos, San Miguel and San Pablo of Cajamarca Region.

 

(1) Overall Goal 

a) To improve the livelihood of small-scale farmers in the target area4. 

b) The practical use of the established model by the Project in the enlightenment area5. 

 

(2) Project Purpose 

A model is created to improve the income of small farmers in the target area. 

 

(3) Outputs 

Output 1: To establish and strengthen the sysytem for implementing the activities provided through 

the Project in the farmer’s organizations in the model communities. 

Output 2: To improve agricultural productivity and quality of the target crops6 with farmers in the 

model communities.. 

Output 3: To set up the production chain of the target crops by the farmers organizations of the model 

communities. 

 

                                                        
4 The target areas are Provincial Municipality of Cajabamba, Cajamarca, San Marcos, San Miguel and San Pablo of the Cajamarca 

Region. 
5 The enlightenment areas are the communities expect for the model communities in the target area, the other Municipalities of the 

Cajamarca Region and eight other regions (Amazonas Ancash, Aycucho, Huancavelica, Huanuco, Junin, La Libertad and Piura.  
6 The target crops are garlic, peas and purple corn. 
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Output 4: To promote the soil conservation in the model communities. 

Output 5: To deepen understanding about the project activities realized in the model communities 

throughout the enlightenment area. 

 

(4) Inputs (as of March 2016) 

Japanese side: 

Expert: 10 persons in total of 149.30 person months 

Equipment: Approx. 384,500 US$ 

Local cost: Approx. 1,665,000 US$ 

Trainees received: 18 persons 

Peruvian side: 

Counterpart personnel: 35 persons 

Local Cost: Approx. 679,000 US$ 

Land and Facilities: Offices, meeting rooms, experimental farming plots, and others 

 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

 

<Japanese side> 

Narihide Nagayo  Leader Senior Advisor, JICA 

Yoshihisa Masanaga Cooperation 

Planning 

Agricultural and Rural Development Group 1, 

Rural Development Department, JICA 

Toyomitsu Terao Evaluation 

Analysis 

Fisheries Engineering Co., Ltd. 

Hiromi Higashionna Interpreter  

<Peruvian side> 

Maria Carolina Gina Israel 

Palacios 

Leader Specialist in Public Investment Projects, 

AGRO RURAL 

Athenas Castello-Branco 

Hurtado 

member Specialist, International Cooperation 

Office, MINAGRI 

Tulio Antenor Velásquez 

Camacho 

member Soil specialist. INIA 

Maritza Pilar Paz Ramos member Specialist in Knowledge Management,  

AGRO RURA 

Eduardo Mendoza Sarmiento member Specialist, Office of Planning and Budget , 

AGRO RURAL 

Ubelser Lezama Abanto. member Specialist in Economic Development 

Promotion, GORECAJ 

Teresa Angélina Nieto López member Project Supervisor, APCI 

Period of 

Evaluation 
17 February 2016 to 13 March 2016 Type of Evaluation：Terminal evaluation 
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III. Results of Evaluation 

1. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: high 

Aspect of the policies:  

The second strategic objective for the development of agriculture in “Plan Estratégico Sectorial 

Multianual de Agricultura 2015-2021 (PESEM)” of MINAGRI is to strengthen competitiveness and 

market access with particular emphasis on small-scale farmers. To achieve this objective, thirteen 

strategic actions are formulated, which include the following actions: No. 3. Improving agricultural 

technologies; No. 10. Facilitating farmers’ access to financial services, and No.11. Encouraging the 

establishment of business organizations of agricultural farmers. 

 

Aspect of the technical needs:  

As far as members of farmers’ organizations are concerned to the Project, they were used to their 

traditional extensive cultivation techniques largely different from techniques introduced in the 

Project which require appropriate fertilizer and management. The area of cultivation per farmer 

covered by the project activities was limited to 0.25 ha for purple corn and 0.10 ha for pea, and the 

rule was decided that the proportion of cost incurred by farmers for agricultural materials were 

escalated.  

The reason why the area of cultivation was limited is to minimize the following risks: 1) the quite 

new farming technology for small-scale farmers was introduced through the Project, so that the 

farmers’ acquisition situation of the technology greatly might affect the yield, 2) the economic loss of 

farmers might be serious when the farmers cultivated the new crop introduced through the Project as 

a priority in the their limited land and failed, 3) the cost for agricultural materials incurred by the 

farmers might exceed the range that farmers can bear if the cultivated area for the new crops becomes 

large. In addition, it is considered that the introduced technology was appropriate for the farmers, 

because their cultivation techniques has been improving year by year.As explained above, the 

cultivation technology introduced by the project is quite different from the traditional agriculture, but 

it can be said that the level of the introduced technology is appropriates and fits the needs of farmers.

 

(2) Effectiveness: high 

Based on the activities in the 5 districts "the Guideline for the Establishment of Commercial 

Agriculture for Small-scale Farmers" (draft) was prepared as a document that summarizes the 

methodology and technology theory for improving the livelihood of small-scale farmers, and it is 

under finalization in the Project. The project goal is expected to be achieved. 

The model described in the guideline has been highly evaluated at enlightenment seminars for 

agricultural officials in 9 regions. Especially, the farmers' organizations highly evaluated the model 

because of raising the yield of target crops (purple corn or peas) and actually creating cash income 

opportunities through joint sales. The model does not encourage small-scale farmers to change their 

overall farming but succeeds in showing one option for improving livelihood. Based on the model, 

farmers are easy to try and can practice immediately because of limiting cultivation areas and 
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reducing risks. This is one of important reason for the success of the model. The effectiveness of the 

Project has been increased by actually establishing a livelihood improvement model. 

 

(3) Efficiency: moderate 

The Project has come to encounter several trials and errors. Efforts were made to form farmers 

organizations composed of a single community (community model), to create added value in order to 

raise the price per unit weight, and to introduce garlic as new crop. As a result of these efforts, the 

feasible methods was found, such as creation of farmers’ organizations composed of several 

communities, improvement of income through joint sorting and shiping of crops and others. 

Although the approaches were corrected through these trials and errors as described above, at the 

same time, some inputs that did not result in the outcome occurred, such as creating detailed maps of 

communities that were initially selected. 

 

(4) Impacts: expected to be high 

As an attempt to improve livelihoods in the target area of the Project, the INIA Baños de Inka 

Laboratory, the Government of Cajamarca Region and AGRO RURAL, which are the project 

implementing agencies, declared that they would continue to monitor, to assign engineers and to 

provide agricultural materials. AGRO RURAL plans to implement subsequent projects under its own 

budget as an attempt to apply the model developed in the Project to other regions. Since this plan will 

be done as one of the public investment program (SNIP), the work plan (Plan de Trabajo) has been 

prepared and already approved by the Planning and Investment Office of MINAGRI. It is currently in 

the stage of a pre-investment study to make a profile (Estudio de Pre inversion Univel Perfil). The 

study includes desk studies and field studies in the three target regions (Cajamarca, La Libertad and 

Amazonas), and is expected to be completed in June or July 2016. It is expected that the outcomes of 

the study will be registered in the Bank of the Projects of the Ministry of Economy and Finance prior 

to the inspection and evaluation of the Investment Planning Office of MINAGRI, and also that 

approval of this project will take place before the institutional budget for 2017 is approved. For the 

reasons stated above, the Overall Goal will be achieved.  

 

In San Pablo District, the municipality began to support farmers by its own budget in 2015, using the 

cultivation technique recommended in the Project. In the period of 2016, the area supported by the 

municipality will be expanded to total 6 ha for purple corn and total 2 ha for peas, and the 

municipality will support the farmers in the aspect of not only the cultivation technology but also the 

joint marketing with utilizing the model developed in the Project. Many companies related to 

agricultural products made inquiries on purple corn production and came to the purple corn fields 

supported by the Project. This is due to the increase of the name recognition as purple corn 

production site of Cajamarca Region by the implementation of the Project and can be regarded as one 

of ripple effects. 
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(5) Sustainability: expected to be high 

Institutional aspect:  

"Guidelines for the Establishment of a Commercial Agriculture for Small-scale Farmers" has been 

developed as documentation of the model. Currently the coordination with MINAGRI is being made 

so that the guideline be incorporated and issued in the 0121 Budget Program of MINAGRI 

("Improved articulation of small-scale farmers to market"). As the Budget Program links all projects 

that aim to incorporate small-scale farmers in the market, the model can be used in wider area and in 

continuous manner. 

 

Financial aspect: 

There are activities with budget approved at present such as the plan "Activities for the production 

and dissemination of purple corn" for which INIA engineers applied to “the grant funds for 

technology transfer” of “National Agricultural Innovation Program” (PNIA), as well as the plans of 

the Government of Cajamarca Region, provincial municipalities and district governments.  

 

apreparation by AGRO RURAL for the implementation of Phase II of IEPARC. All these are 

activities that relate to the continuation of IEPARC project. As for the projects subsequent to the 

Project under its own budget that AGRO RURAL plans to implement, AGRO RURAL is conducting 

field studies and will finalized the plan document. The budget for the projects is expected to be 

distributed after being evaluated and approved by MINAGRI. 

 

Technical Aspects: 

Many of the technologies introduced in the Project are fundamental and therefore it is possible for 

farmers to continue the activities themselves. Moreover, it is possible for the counterparts of the 

Project to continue activities for dissemination with using the manuals and guidelines prepared in the 

Project. 

 

2. Factors that promoted materialization of effects 

(1) The farmers' earnings increased by clarifying respective expected roles of material manufacturers, 

farmers’ organizations, transport service providers and wholesale dealers through joint purchase of 

agricultural materials, bulk joint transportation / joint sales of agricultural products of equal quality 

by farmers’ organizations, rather than excluding these actors of production chains other than farmers 

who are final beneficiaries and thus reducing risks. 

 

(2) The farmers can easily try and practice immediately introducing the new crops and cultivation 

technology because of limiting the cultivation area and reducing the risk based on their economic 

and mental burden. Furthermore, as farmers’ burden was requested from the beginning of the 

Project, the farmers has deeply understood the Project and actively participated in the activities of 

the Project. 
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3. Factors that impeded materialization of effects 

(1) Concerning planning content 

Many organizations such as INIA, the Government of Cajamarca Region, AGRO RURAL and other 

municipalities and district governments were set as implementation agencies of the Project. Since the 

flow and the timing of budget execution differed for every organization, it took a considerable 

amount of time to adjust among them and the activities of the Project sometimes stagnated. 

 

(2) Concerning the implementation process 

a) Among the counterpart staff members assigned to the Central Technology Team (ETC) and the 

Local Technology Team (ETL) for implementation of the Project, regular and non-regular 

personnel occupied 38% and 62% respectively. The non-regular staff mentioned here are experts in 

the field of agriculture (to give technical guidance to farmers’ organizations) or field workers on 

INIA seed farm employed by the relevant government agencies on a fixed term contract for 

implementation of the project. Employment contracts of such non-regular staff will be stopped as 

the Project ends, and there is a possibility that the same activity can not be continued even after the 

Project is over. Therefore, even though such human resources are scattered, various devices are 

under consideration that will keep the effect of the Project as far as possible. 

 

b) As for garlic, the dissemination of cultivation techniques and the seed production was not performed 

except the 1st cropping season due to problems such as lack of adaptation to environmental 

conditions of the areas covered by the Project. Currently only the basic research on cultivation 

techniques continues.  

In addition, the plans to establish agricultural processing plants aiming for unit price increase 

(value added creation) per unit weight were aborted except Ichocán district. However, there was 

little negative impact by aborting the plans, because the operation and maintenance cost for the 

plants could become a heavy burden on the farmers’ organizations if the organizations was not as 

well-organized as Ichocán district and because it was found that unit price increase (value added 

creation) per unit weight could achieved through planned production, the joint purchase of 

agricultural materials and joint sales of agricultural products without processing plants. 

 

4. Conclusion 

The result of analysis by the 5 criteria of evaluation was satisfactory as a whole. It can be concluded 

that a realistic and concrete model with high generality and sustainability has been developed by 

coordinated activities of implementation organizations through processes of trials and errors. Therefore, 

the objectives of the Project are almost achieved and it should be completed as scheduled. 

  

Farmers' organizations that were founded and trained in the Project have started autonomous activities 

and the foundation has been made, but it is still in need of support for future sustainable development. 

Moreover, in order to ensure the achievement of the Overall goal of the Project that is diffusion of the 

model within Cajamarca Region and the other eight regions, it is strongly urged that measures in 
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accordance with the recommendations given below be taken by the Project and related organizations in 

Peru. 

 

5. Recommendations 

(1) Implementation organizations of the Project should continue the assistance for the further 

self-sustained development of farmers’ organizations that were built in the Project. 

 

(2) Measures for disseminating the model in the Cajamarca Region and other eight target regions: 

a) The Government of Cajamarca Region will disseminate the model in the region in collaboration 

with municipal and district governments. 

b) A successive project will be implemented by AGRO RURAL. 

c) AGRO RURAL will promote understanding of agricultural engineers, extension officers and 

consultants involved in implementation of the ODA loan "Mejoramiento de la Pequeña y Mediana 

Infraestructura de Riego en la Sierra del Perú " so that the model may be applied to the ODA loan 

activities. 

d) For disseminating the model, the Project should publish "Guidelines for the establishment of a 

commercial agriculture for small-scale farmers" through MINAGRI 0121 Budget Program. 

 

(3) For disseminating the model efficiently, the Project should develop the abridged version, which 

mainly describes the model, of “Guidelines for the establishment of a commercial agriculture for 

small-scale farmers”. 

 

(4) According to the budget available to each government organizations, the model should be partially 

or fully applied with flexibly. 

 

(5) For observing an extent of the achievement of the Overall goal of the Project, MINAGRI will record 

addresses for distribution of the “Guidelines for the establishment of a commercial agriculture for 

small-scale farmers” and monitor consequent activities for application of the model. 

 

(6) The Project will verify whether the Asociación, which is a current form of the farmer organizations 

developed by the Project, can distribute its profits to the member farmers. 

 

(7) The Government of Cajamarca Region will promote production of purple corn as one of prioritized 

crops of the Region. 

 

6. Lessons learnt 

(1) When several organizations are the executing agency of the Project, it is important to promote 

cooperation among them in order to effectively utilize the resources owned by the relevant 

organizations, but it takes substantial amount of time to coordinate them. 

It is appropriate to concentrate budget and personnel assignment on one major organization and to have 
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other organizations playing supplementary roles as much as possible. 

 

(2) Particularly in the case of promoting commercial agriculture, it is possible to select aggressive 

farmers with high motivation for investment and to sustain the activities by asking them for the 

reasonable financial burdens from the beginning of the activity. 

 

(3) In order to promote commercial agriculture of small-scale farmers, it is not necessary to eliminate 

intervention by middlemen, and it is possible to maximize farmers' profits by linking farmers and 

consumers and limiting the role of middlemen it can. 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト（Proyecto “Incremento de los Ingresos 

Económicos de los Pequeños Productores Agrarios en la Región Cajamarca”：IEPARC）」は 2011 年 7 月

に開始された 5 年間の技術協力プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）である。本プロ

ジェクト協力期間の終了を控え、2016 年 2 月に独立行政法人国際協力機構（JICA）の終了時評価

調査団が派遣され、ペルー側終了時評価調査団との合同による終了時評価調査が実施された。本

終了時評価調査の目的は以下のとおりである。 

 

（1）プロジェクトの成果（アウトプット）の達成状況、投入実績等を確認して、プロジェクト

目標達成状況を確認する。 

（2）プロジェクト実施のプロセスを調査しプロジェクトの効果発現に関係する貢献及び阻害要

因を検討する。 

（3）5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から、プロジェク

トの効果を評価する。 

（4）上記について合同評価レポートに取りまとめて関係者間で共有するとともに、この結果を

踏まえ、プロジェクトのアプローチ、活動計画、投入、実施体制等について必要な提言を行

う。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（1）調査団構成 

1） 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 永代 成日出 JICA 国際協力専門員 

協力企画 正永 能久 JICA 農村開発部農業・農村開発第一グループ 

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 

通訳 東恩納 弘美 通訳 

 

2） ペルー側 

担当業務 氏 名 所 属 

評価委員代表
Ing. Maria Carolina Gina Israel 

Palacios 

農村農業生産開発計画（ Programa de 

Desarrollo Productivo Agrario Rural：AGRO 

RURAL）、国家公共投資システム専門家

評価委員 
Eco. Athenas Castello-Branco 

Hurtado 

農業灌漑省（Ministerio de Agricultura y 

Riego：MINAGRI）、国際協力室、専門家

評価委員 
Ing. Tulio Antenor Velásquez 

Camacho 

国立農業研究所（ Instituto Nacional de 

Innovación Agraria：INIA）、土壌専門家 

評価委員 Lic. Maritza Pilar Paz Ramos 
AGRO RURAL、ナレッジマネジメント専

門家 
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評価委員 Sr. Eduardo Mendoza Sarmiento AGRO RURAL、企画予算部、専門家 

評価委員 Soc. Ubelser Lezama Abanto 

カハマルカ州政府（Gobierno Regional de 

Cajamarca：GORECAJ）、経済開発促進専

門家 

評価委員 
Arq. Teresa Angélina Nieto 

López 

国 際 協 力 庁 （ Agencia Peruana de 

Cooperación Internacional：APCI）、プロジ

ェクトスーバーバイザー 

 

（2）調査日程 

調査は、2016 年 2 月 17 日〜3 月 10 日の期間で実施した。 

詳細については、付属資料 1「調査日程」を参照のこと。 

 

１－３ 主要面談者 

主要な面談者は、付属資料 2「主要面談者リスト」を参照のこと。 

 

１－４ 対象プロジェクトの概要 

（1）プロジェクトの背景 

ペルー共和国（以下、「ペルー」と記す）のマクロ経済は安定的に成長している。反面、

GINI 係数は 0.481と高く、貧富の格差が依然大きい。貧困対策は国家の重要課題であり、プ

ロジェクト形成時、2006～2011 年のガルシア政権は全国平均 50％を超える貧困率を、2011

年までに 30％以下に削減することを目標としていた。ペルーの国土は、沿岸部（コスタ）、

山岳部（シエラ）及び内陸森林地帯（セルバ）に大別され、このなかで、山岳部（シエラ）

の貧困率は 67.6％と も高く、同地域における貧困対策は喫緊の課題である。このようなな

か、2006 年に「山岳地域の農林畜産業等の振興を通じた貧困削減及び地域経済の活性化」を

目的に発令された｢山岳地域輸出振興法｣など、課題克服に向けた各種施策がペルー政府によ

って実施されている。 

山岳部（シエラ）に位置するカハマルカ州は、貧困率が 64.5％2に達し、人口の大半は農業

に従事している。小規模農家の多くは、粗放な天水農法によって伝統的作物（トウモロコシ、

ジャガイモ等）を、自家消費及び近隣市場への販売向けに栽培しているが、農業収入はほと

んど得られていないのが現状である。小規模農家は、農家 1 戸当たりの平均耕作面積が 0.5

～3.0ha3と小規模なため、農業収入の向上には、少ない作付面積で高い収益が上げられる作

物の導入など新しい営農体系の構築が求められている。 

こうした背景から、ペルー政府の要請を受け、本プロジェクトが、5 年の予定で実施され

ることとなった。 

本プロジェクトは、カハマルカ州の選定されたモデル集落において、小規模農家の生計向

上に資する開発モデルを構築することを目的として、小規模農家を対象に、住民の組織化、

紫トウモロコシ、ニンニク、エンドウ豆といった作物の導入・栽培技術の改善、農産物生産

チェーンの整備及び集落内の水土保全といった活動を展開してきた。なお、本プロジェクト

                                                        
1 2010 年 世界銀行 http：//datos.bancomundial.org/indicador/SI.POV.GINI 
2 2007 年 INEI http：//desa.inei.gob.pe/Censos2007/Pobreza/ 
3 2007 年 INEI 農業センサス 
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により開発された開発モデルが、これまでに実施された有償資金協力事業「山岳地域・貧困

緩和環境保全事業（I）、（II）及び（III）」や、今後実施される予定である「山岳地域小中規

模灌漑整備事業」と併せ開発相乗効果をもたらすことも期待されている。 

 

（2）プロジェクトの概要 

1） プロジェクトサイト 

〈対象地域〉 

カハマルカ州のカハバンバ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブロ郡、サン・マルコス郡（イ

チョカン区）、カハマルカ郡（ナモラ区、マタラ区） 

〈啓発対象地域〉 

対象地域のモデル集落以外の集落、カハマルカ州の対象郡以外の郡並びにアマソナス州、 

アンカッシュ州、アヤクチョ州、ワンカベリカ州、ワヌコ州、フニン州、ラ・リベルタ

ッド州及びピウラ州 

 
図１－１ プロジェクトサイトが位置する郡・区 

 

2） 協力期間 

2011 年 7 月 31 日〜2016 年 7 月 30 日（60 カ月） 

3） ペルー側機関名 

国立農業研究所（INIA）、農村農業生産開発計画（AGRO RURAL）、カハマルカ州政府

（GORECAJ）、郡・区政府（カハバンバ郡、カハマルカ郡、サン・ミゲル郡、サン・パブ

ロ郡、マタラ区、ナモラ区、イチョカン区） 

4） プロジェクトの要約 

【上位目標】 

 1）対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

 2）啓発対象地域においてモデルが活用される。 

  

El Prado 
Tumbade

Namora 

Matara 

Ichocan 

Cajabamba 

カハバンバ郡 

サン・マルコス郡

カハマルカ郡

サン・パブロ郡

サン・ミゲル郡
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【プロジェクト目標】 

 1）対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

【成果】 

 1）モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

 2）モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

 3）モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

 4）モデル集落の水土保全が促進される。 

 5）啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化する。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価設問と参照基準 

本終了時評価調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に従い、プロジェ

クト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法によって実施された。達

成指標などを参照基準として、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）2014 年 3 月 25 日改訂 ver. 3（付属資料 3）を用いた。主に下記の（1）から（3）に示した

ような評価設問を準備し、関連情報の収集を行った。 

 

（1）プロジェクト実績の確認 

プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット（成果）の達成状況、プロジェクト目

標の達成見込みの確認・検証。 

 

（2）プロジェクト実施プロセスの確認 

プロジェクト活動を円滑に行うための実施体制、プロジェクト関係者〔日本人専門家、ペ

ルー側実施機関、各カウンターパート（Counterpart：C/P）職員、対象農民組織・農家など〕

間の連携状況、技術移転の方法など。 

 

（3）評価 5 項目による分析 

本プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は、以下のとおりである。 

 

5 項目 概 要 

妥当性 
プロジェクトの上位目標や目標に、相手国や日本側の政策との整合性はあるか、受

益者の課題の解決になるか等、援助事業の正当性・必要性を問う視点。 

有効性 
プロジェクトの実施により、プロジェクトの目標が達成され、受益者もしくは社会

への便益や課題が解決されたか（あるいはされ得るのか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェク卜のコスト及び成果の関係に着目し、投入資源が有効に活用されて

いるか、プロジェクト運営は的確になされたかを問う視点。 

インパクト 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や対象地域外へ

の波及効果（上位目標を含む）をみる視点。予期しなかった正・負の効果・影響も

含む。 

持続性 
プロジュク卜が終了しても、プロジェク卜で発現した効果が持続する見込みはある

かを問う視点。 

出所：「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月） 
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２－２ デ一タ収集方法 

必要なデータや情報の収集は、以下の方法で実施した。 

 

調査方法 情報源 

資料レビュー 

詳細計画策定調査報告書、実施基本合意文書（R/D）、事業進涉報告書、ベースラ

イン調査報告書、その他プロジェクト作成資料、中間レビュー報告書、その他関

連資料 

質問票調査 ペルー側実施機関（INIA、AGRO RURAL、GORECAJ、関係郡及び区政府） 

聞き取り調査 
上記ペルー側実施機関、C/P 職員、日本人専門家、受益農家代表者、その他関係

者 

踏査調査 プロジェクトサイト及びその他 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 

これまでの日本側による投入の実績は以下のとおり。なお、各項目における詳細は付属資料 4-1

～4-3 を参照のこと。 

 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始から 2016 年 2 月末までの間に、以下の 10 名の専門家が合計 149.30 カ月

派遣された。 

 

表３－１ 専門家派遣実績 

担 当 月 数 

総括/啓発 8.50 

副業務主任/農産物加工/流通 1（1、2 年次） 
総括/農産物加工/流通 1/組織支援 3（3 年次） 

36.10 

農地保全 8.30 

農業技術普及/農民組織 21.50 

農産物加工/流通 2 9.50 

栽培技術普及 3.70 

農業技術普及 2/農民組織 2/啓発補助（1、2 年次） 
農業技術普及/農地保全 2（3 年次） 

42.27 

組織支援・ビジネス計画/農地保全 2 7.23 

啓発 2.00 

組織支援・ビジネス計画 2/啓発補助 10.20 

計（10 名） 149.30 

出所：プロジェクト、2016 年 2 月 

 

（2）本邦研修 

表３－２に示す本邦研修が実施され、合計 18 名の C/P 職員が参加した。また。本プロジ

ェクトの投入とは別に JICA が実施している農業分野及び地域開発分野の課題別研修に C/P

職員 3 名が参加した。 

 

表３－２ 本邦研修実績 

研 修 コース名 期 間 参加人数 

第 1 回本邦研修 
農民組織化及び農産物の生

産・加工・流通 
2013 年 2 月 14 日から 
2013 年 3 月 5 日（20 日間） 

3 名 

第 2 回本邦研修 
産物の生産・加工・流通及び

水土保全 
2013 年 11 月 23 日から 
2013 年 12 月 11 日（19 日間） 

7 名 

第 3 回本邦研修 
産物の生産・加工・流通及び

水土保全 
2016 月 2 月 18 日から 
2016 年 3 月 9 日（21 日間） 

8 名 

出所：プロジェクト、2016 年 3 月 
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（3）機材供与 

自動車 3 台、自動二輪車 18 台、パソコンなどの事務機器、事務用家具、種子生産用機材、

耕作用機材、農産加工用機材等、税込み合計約 102 万 9,000 ソル（約 38 万 4,500 米ドル、2016

年 3 月 13 日、1 米ドル＝114.74 円を適用して、約 4,412 万円）相当の機材が供与された。 

 

（4）現地業務費 

プロジェクト活動の実施において、2015 年 12 月末までに現地傭人費、ローカルコンサル

タント契約などを含む活動経費として税込み約 461 万 6,000 ソル（約 166 万 5,000 米ドル、

2016 年 3 月 13 日、1 米ドル＝114.74 円を適用して、約 1 億 9,105 万円）が支出された。 

 

３－１－２ ペルー側の投入 

これまでのペルー側による投入の実績は以下に示すとおり。詳細は付属資料 5「ペルー側投入」

を参照のこと。 

 

（1）ペルー側要員（C/P 職員）の配置 

2016 年 2 月末日現在で、表３－３に示されるとおり、常勤/非常勤の C/P 職員が各機関か

ら配置されている。 

 

表３－３ C/P 職員の配置実績 

組 織 
計 画（名） 現 況（名） 差 異（名） 

常 勤 非常勤 常 勤 非常勤 常 勤 非常勤

INIA バーニョス・デ・インカ研

究所 
5 5 1 10 -4 +5 

INIA ドノソ試験場 0 1 0 0 ±0 -1 注 1 

AGRO RURAL 5 0 5 1 ±0 +1 

GORECAJ（農業局） 1 5 0 7 -1 +2 注 2 

カハマルカ郡政府 1 0 1 1 ±0 +1 

ナモラ区政府 - - 0 1 ±0 +1 

マタラ区政府 - - 1 0 +1 ±0 

サン・ミゲル郡政府 1 0 2 0 +1 ±0 

サン・パブロ郡政府 1 0 0 2 -1 +2 

イチョカン区政府 1 0 1 0 ±0 ±0 

カハバンバ郡政府 1 0 1 1 ±0 +1 

合 計 16 11 12 23 -4 +12 

総 計注 3 27 35 +8 

出所：プロジェクト、2016 年 2 月 

注 1 ：現在はニンニク栽培の活動がカハマルカでの適用技術の調査のみであるため、INIA ドノソ試験場の参加

は必要とされていない。 

注 2 ：GORECAJ からプロジェクト中央技術チームに参加している人員について、常勤ではないが、必要な活動

には十分な参加を得ている。 

注 3 ：合同調整委員会メンバーなど会議対応のみの要員は除く。 
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（2）施設 

以下のプロジェクト事務所、圃場等施設がペルー側から提供されている。 

 

表３－４ ペルー側提供の土地、建屋、事務所一覧 

提供機関 種 類 想定数量 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 事務所 72m2

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 駐車場 4 輪自動車

3 台分

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 農業資材用倉庫 400m2

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 事務所（加工トライアル活動用） 32m2

INIA バーニョス・デ・インカ研究所 試験圃場 900m2

INIA バーニョス・デ・インカ研究所パンパ・グ

ランデ支所 

種子生産及び試験圃場 33,000m2

INIA バーニョス・デ・インカ研究所コチャマル

カ支所 

母樹園 500m2

ナモラ区政府 事務所 20m2

マタラ区政府 事務所 15m2

サン・ミゲル郡政府 事務所 20m2

サン・ミゲル郡政府エル・モリーノ集落 倉庫（加工トライアル活動用） 90m2

サン・パブロ郡政府 事務所 9m2

イチョカン区政府 事務所 20m2

カハバンバ郡政府 事務所 9m2

出所：プロジェクト、2016 年 1 月 

 

（3）運営経費 

各 C/P 機関は一般予算枠を使用し、プロジェクト予算を確保してきた。これまでのプロジ

ェクトの運営経費として、2015 年 12 月までに税込み合計約 210 万 4,800 ソル（約 67 万 9,000

米ドル）相当（C/P 職員の人件費を含む）が支出されたと推定される。 

 

３－２ 成果の実績 

 

成果 1 モデル集落において、農民組織の活動実施体制が整備・強化される。 

指標 1-1. 各モデル集落において、適切な農民組織が形成される。 

1-2. すべての農民組織において、毎年年間計画が策定され、また活動報告が行われる。

1-3. 農民組織が少なくとも月 1 回の組織的活動をする。 

 

成果 1 は達成された。 

「指標 1-1. 各モデル集落において、適切な農民組織が形成される。」 

当初は、対象郡においてモデル集落が 5 つ選定される計画であった。しかしながら 1 つの集落4だ

                                                        
4 地方行政単位として、ペルーでは郡（Provincia）の下に区または町（Distrito）が置かれている。Distrito は集落（Centro Poblado
または Caserio）により構成される。 
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けでは農民組織に参加する農家の数が少なかったため、複数の集落から参加を促進することで組

織として十分なメンバーの数が確保された。唯一サン・パブロ郡の組織だけが単一の集落の農家

により形成されている。現在では表３－５のように 7 つの農民組織が納税者番号（RUC）をもつ

正式な組織（Asociación）として形成されている。 

農民組織が複数の集落の農家から構成されることとなった時点において、農民組織に対するプ

ロジェクト活動を集落単位で行う当初の意図は消失した。よって、すべての成果に係る活動は、

集落単位ではなく農民組織を対象として行われることとなった。その後の経過をみると、組織メ

ンバーの居住先を複数の集落に拡大しても、メンバー間の意思疎通や集会開催などの便宜は失わ

れていない。 

 

表３－５ プロジェクト農民組織 

 郡・区 組織名 登録年月 

1 サン・ミゲル郡 

Asociación de Productores Líderes Unidos de Arveja y 

Trigo con Tecnología, en el Caserio El Molino, 

Provincia de San Miguel 

2015 年 7 月 17 日 

2 
サン・パブロ郡 

スロ集落 

Asociación de Productores Agropecuarios de El Suro 
2009 年 12 月 16 日

3 カハマルカ郡 

ナモラ区 

 

Asociación de Productores Progresistas Agropecuarios 

de Namora 
2015 年 5 月 26 月 

4 Asociación de Productores Agropecuarios Quelluacocha 2014 年 5 月 5 日 

5 
カハマルカ郡 

マタラ区 

Asociación de Productores Agropecuarios  

Industriales del Distrito de Matara 
2014 年 6 月 16 日 

6 
サン・マルコス郡 

イチョカン区 

Asociación de Productores Agropecuarios Shicomumi 

Ichocán 
2014 年 8 月 28 日 

7 カハバンバ郡 
Asociación de Productores Agropecuarios Los 

Emprendedores de Cajabamba 
2014 年 8 月 9 日 

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

「指標 1-2. すべての農民組織において、毎年年間計画が策定され、また活動報告が行われる。」 

プロジェクト開始当初は、いずれの農民組織も、年間活動計画策定を含むすべての活動につい

て、プロジェクトの支援を必要としたと報告されている。しかし、プロジェクト第四作期（2015

～16 年作期、 終作期）に至った段階では、すべての組織がプロジェクトからの支援を受けつつ

も主体的に年間活動計画（肥料購入・配付、共同販売等）を策定し活動報告を行うようになって

いる。 

「指標 1-3. 農民組織が少なくとも月 1 回の組織的活動をする。」 

上記の年間活動計画に沿って、プロジェクトからの助言を受けつつ、いずれの農民組織も平均

で月 1 回集会をもち、集会を通じて作期に応じた関連活動を計画し、組織的に肥料配付または共

同販売等の活動を実施している。 
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成果 2 モデル集落農家の対象作物の農業生産性及び質が向上する。 

指標 2-1.対象作物の単収が平均 30％増加する｡ 

2-2.直接受益農家の 30％が生産物の品質を改善する。 

 

成果 2 は達成された。 

「指標 2-1. 対象作物の単収が平均 30％増加する｡」 

プロジェクトでは当初、紫トウモロコシ、ニンニク、エンドウ豆が対象作物として定められた

が、ニンニクについては、対象地域の環境への適応性が低いことなどから農家への普及対象作物

から除外された。 

紫トウモロコシの伝統的栽培方法による単収 1.5t/ha に対してモデル集落の第三作期（2014～15

年作期）の平均単収は 5.4t/ha（260％増加）であった。エンドウ豆の伝統的栽培方法による平均

単収 1.6t/ha に対しモデル集落の第三作期（2014～15 年作期）の平均単収は 5.0t/ha（212.5％増加）

であった。いずれの作物も指標の値を超えている。 

「指標 2-2. 直接受益農家の 30％が生産物の品質を改善する。」 

プロジェクトで実施・記録されてきた調査5によると、紫トウモロコシについて、ナモラ区の例

では 1 級品率が 46％（第一作期）から 69％（第三作期）へと増加、2 級品率は 20％（第一作期）

から 23％（第三作期）へと増加し、3 級品以下の割合は減少したことが明らかとなった6。エンド

ウ豆について、サン・ミゲル郡の例では 1 級品率が第一作期では 77％、第二作期では 84％、第三

作期では 89％であった7。 

作期ごとに参加農家が異なるため、第一作期から第三作期を通じた個々の農家の生産物の品質

の変化は確認ができない。しかしながら、以上は平均的農家が高水準の品質を達成していること

を示していると理解することができる。優良種子の利用は品質改善の一般的な方法であるため、

本プロジェクトでは優良種子の生産、農家への配付（一部経費は農家負担）を行った。これまで

にほぼすべての参加農家が優良種子を導入している。 

 

成果 3 モデル集落の農民組織による農産物生産チェーンが整備される。 

指標 付加価値化により対象産品（原材料重量当たり）の収益性が 30％向上する。 

 

成果 3 は達成された。 

「指標 付加価値化により対象産品（原材料重量当たり）の収益性が 30％向上する。」 

加工による付加価値の創出は、まだ設立から日が浅い農民組織の運営負担を超えると判断され、

イチョカン区以外の農民組織活動への加工場導入は見送られた。重量当たりの価格を増す付加価

値の創出ができないため、成果 3 の指標は適用できない状況となっている。 

プロジェクトでは、初期投資や維持管理を必要とする加工場等の施設・設備を前提とした収益

性の向上ではなく、生産、集荷及び出荷に要するコストの低減による収益性の向上が検討された。

モデル集落の第三作期（2014～15 年作期）において、4 つの農民組織が生鮮品の選果と共同出荷

                                                        
5 調査は、カハマルカ郡ナモラ区の作期ごとにプロジェクト活動に参加した全農家の生産量及び品質を記録している。 
6 紫トウモロコシの等級基準は、次のとおり。1 級品：果穂長 15cm 以上で外観に傷がないもの、2 級品：果穂長が 12～15cm
で外観に傷がないもの、3 級品：果穂長 7～12cm で外観に傷がないもの。 

7 エンドウ豆の等級基準は、次のとおり。1 級品：莢に傷がなく、緑色で、子実に欠損がないもの。 
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から成る生産チェーンを形成した。その際に得られた利益と通常販売時の利益との比較によれば、

通常販売よりも紫トウモロコシでは 13％から 18％、エンドウ豆では 6％から 21％、利益が向上す

る結果となった。初期投資や維持管理を必要とする加工場等の施設・設備を導入することなく、

共同の作業だけで目に見える成果が得られた。すなわち農産物生産チェーンは整備されたといえ

る。この成果を実地に経験したことにより、生産チェーン活動の継続への各農民組織の意思は強

い。 

 

成果 4 モデル集落の水土保全が促進される。 

指標 4-1. モデル集落の小規模農家（直接受益農家）のうち 50％が土壌保全対策を適用する｡

4-2. 各モデル集落において植林計画が策定され、計画に沿った植林活動が実施され

る。 

 

成果 4 の達成状況は部分的に達成している。 

「指標 4-1. モデル集落の小規模農家（直接受益農家）のうち 50％が土壌保全対策を適用する｡」 

プロジェクトでは、農民組織活動に参加した農家に対し、何らかの土壌保全対策（集約的植林、

アグロフォレストリー、被覆作物、浸透溝テラス、ミミズ堆肥）の導入を義務づけている。この

ため農民組織のメンバー全員が何らかの土壌保全対策を自らの耕作地に適用しており、水土保全

の促進に向けた個別活動は実施されているといえる。 

「指標 4-2. 各モデル集落において植林計画が策定され、計画に沿った植林活動が実施される。」 

集落単位の活動が求められていたが、実際は集落単位ではなく農民組織を母体とする活動に変

更されたため、集落単位での活動が行われていない。農民組織単位ではあるものの、7 つの農民

組織のうち、イチョカン区及びナモラ区の 2 つでは植林活動が実施されている。他の農民組織に

おいて共同植林ができなかった理由の 1 つとして、共有地が存在しないことが挙げられる。本指

標については、プロジェクト終了時点でも達成される見込みはない。 

 

成果 5 啓発対象地域の啓発対象者において、モデル集落での取り組みへの理解が深化する。

指標 5-1. すべての啓発対象地域において、策定された啓発計画が達成される。 

5-2. 啓発活動対象者のうち 50％がモデルに高い関心を示す。 

 

成果 5 は達成された。 

成果 5 は、プロジェクト目標に示される生計向上に向けたモデルの妥当性・汎用性に係る関係

者の意見と提案を得て、共有化することによってモデルの 終化を目的としたものである。具体

的には、プロジェクト目標において作成されることとなっている「小規模農家商業的農業構築ガ

イドライン」について、その案を啓発対象地域の州農業局など農業開発に携わる関係者に説明し、

同関係者の意見を踏まえながら、 終化を行うものである。 

「指標 5-1. すべての啓発対象地域において、策定された啓発計画が達成される。」 

啓発活動計画が策定され、この啓発活動計画に基づき計画されたすべての活動が実施された。

加えて、カハマルカ州技術者協会、南米トウモロコシ会議及びイディアス・ペルー（NGO）の要

請に応じ追加の啓発活動も実施している。計画策定及び計画実施に係る活動は表３－６のとおり。 
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表３－６ 啓発活動計画策定と計画実施に係る主たる活動と実施時期 

活 動 実施時期 

小規模農家生計向上に向けた取り組み方法の整理・策定 2014 年 12 月 

啓発活動対象地域の選定 2014 年 12 月 

啓発活動計画の策定 2015 年 1 月 

「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」案の作成 2015 年 2 月 

5 郡 2 町のモデル集落を担当した GORECAJ、郡政府 INIA 及び AGRO RURAL の

C/P 職員に対し啓発活動担当者として育成・強化 

2015 年 1 月 

2015 年 2 月 

MINAGRI 及び各 C/P 機関の幹部に対して啓発活動に関する説明（第 1 回目啓発

セミナー） 

 

選定された対象地域の関連職員（INIA、AGRO RURAL、各州政府、各郡政府）

に対して、セミナー及び現地視察による啓発（第 2 回及び第 3 回啓発セミナー） 

2015 年 3 月 

（93 名参加） 

2015 年 5 月 

（98 名参加） 

「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」の 終化 2016 年 1 月 

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

「指標 5-2. 啓発活動対象者のうち 50％がモデルに高い関心を示す。」 

これまでに合計 3 回の啓発セミナーが開催され、啓発対象地域の州農業局など農業開発に携わ

る関係者合計 191 名が参加した。セミナーでは、12 項目から成るモデル（案）の重要な事項につ

いて説明が行われ、参加者に対しアンケート調査が実施された。この結果、表３－７に示される

とおり、アンケートに回答した者の 50％以上（項目ごとに、「非常に良い」と回答した者は全回

答者の 54～72％）がこれら重要項目の内容が適切と評価し、高い関心をもった。参加者の意見な

どを踏まえ、「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」の作成が進められ、現在、 終化作業が

ほぼ完了し、出版元について検討が行われている。 

 

表３－７ 「モデルに係る重要戦略」に対するアンケート結果 

 
質問事項 

 
非常に
良い 

良い 普通 悪い
わから 
ない 

モデル（案）
受入度 

1 

生産の現状、市場需要及び市

場リスク回避を意識した作物

選定 

回答

人数
77 35 5 0 2 117

％ 65 29 4 0 2 98

2 
終商品に応じた適正栽培技

術の導入 

回答

人数
69 43 4 0 1 116

％ 59 37 3 0 1 99

3 
栽培活動への生産環境保全の

組み込み 

回答

人数
73 36 3 1 6 112

％ 61 30 3 1 5 94

4 
生産環境保全オプションの設

定 

回答

人数
65 40 5 1 4 110

％ 57 35 4 1 3 96

5 
生産チェーンの分業構造活用

による所得マージンの 大化 

回答

人数
76 34 4 0 5 114

％ 64 29 3 0 4 96
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質問事項 

 
非常に
良い 

良い 普通 悪い わから 
ない 

モデル（案）
受入度 

6 
集落・生産の現況に応じた適

正商業環境の整備 

回答

人数
73 33 6 0 7 112

％ 61 28 5 0 6 94

7 
独自ビジョン・目標を有する

商業農民組織の形成 

回答

人数
73 34 5 0 14 112

％ 58 27 4 0 11 89

8 
インセンティブを伴う農民組

織管理グループの集中強化 

回答

人数
64 40 6 0 9 110

％ 54 34 5 0 8 93

9 
巡回個別技術指導による実戦

的技術向上と早期経験の蓄積 

回答

人数
75 29 5 0 11 109

％ 63 24 4 0 9 91

10 
生産チェーン総合支援による

相互信頼構築 

回答

人数
86 19 4 1 9 109

％ 72 16 3 1 8 91

11 

農家負担と適合・試行を通じ

たやる気のある農家の選定と

段階的組織自立 

回答

人数
70 33 3 2 11 106

％ 59 28 3 2 9 90

12 
既存農業支援スキームとのリ

ンクによるファイナンシング 

回答

人数
70 33 7 0 9 110

％ 59 28 6 0 8 93

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

 

プロジェクト

目標 

対象地域において小規模農家の生計向上に向けたモデルが構築される。 

指標 小規模農家の生計向上に向けた方法論、技術論を取りまとめた文書が作成される。

 

プロジェクト目標は達成される見込みである。 

対象作物を紫トウモロコシ、エンドウ豆等として、対象の 5 郡において、モデル形成のための

活動が行われた。その活動においては、複数の作期にわたり、農民組織のメンバーにより対象作

物の生産に係る農業資材の共同購入、栽培、選果、加工、共同販売等が実施された。これら活動

の結果、小規模農家の生計向上へのオプションの 1 つとして、この 2 種の作物にかかわる生産チ

ェーン（農産物の生産と質の向上、選果加工及び共同出荷）が収入向上につながることが実証さ

れた。以上のプロジェクトの経験に基づいて、作物の生産チェーンの構築または効率化を通じた

小規模農家生計向上のためのモデル（案）が作成された。 

モデル（案）については、啓発セミナーを通じて啓発対象地域（9 州）の農業関係者に説明さ

れ、成果 5 の達成状況で述べたとおり、「モデルに係る重要戦略」について関係者から高い評価を

得ている。 
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モデルは、「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」に取りまとめられている。ガイドライ

ンは、第 1 章「商業的農業の基礎概念」、第 2 章「商業的農業の基礎技術」、第 3 章「商業的農業

構築の留意点」及び第 4 章「アクター連結農産物サプライ・チェーン効率化モデル」で構成され

ている。プロジェクト目標の指標にある「技術論」は第 1 章から第 3 章で扱われ、「作付計画」、

「販売計画」、「栽培基礎技術」及び「農業支援のための留意点と教訓」が主な内容となっている。

特に、「農業支援のための留意点と教訓」はプロジェクトの経験を集成するもので、その具体性に

おいて有用な情報が豊富に含まれている。また、プロジェクト目標の指標にある「方法論」につ

いては、第 4 章で扱われ、「実施プロセス」に、プロジェクトの準備、農民組織の設置及び計画的

共同生産の準備・実施等の手順が記述されている。前述の「農業支援のための留意点と教訓」と

併せ読むことにより、モデルを実際に運用する場合に必要となる知見を得ることができる。 

同ガイドラインの編集には、より読みやすくする、簡易版を作成して、現場での利用・携帯の

しやすさにも配慮するといったいくつかの点で、さらに工夫が必要であるが、プロジェクトが開

発したモデルの適用に必要な情報はおおむね網羅されている。 

今後、同ガイドラインについて、先方実施機関の 終承認を得て、MINAGRI の正式な技術図

書として発行されることにより、プロジェクト目標は達成される。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

 

上位目標 1. 対象地域の小規模農家の生計が向上する。 

2. 啓発対象地域においてモデルが活用される。 

指標 1. 直接受益農家の農業所得がプロジェクト開始時に比較し 30％上回る。 

2. 啓発対象地域の 27 集落においてモデルを構成する何らかの活動が行われる。 

 

上位目標は、本プロジェクト終了後 3 年を想定したものである。 

「指標 1. 直接受益農家の農業所得がプロジェクト開始時に比較し 30％上回る。」 

プロジェクトで導入した紫トウモロコシ及びエンドウ豆の事例をみると、ベースライン調査時

と比較して、紫トウモロコシ農家で 18.8％、エンドウ豆農家で 5.0％農業所得（作物栽培）が増

加している。今後、指標 1 を達成するためには、紫トウモロコシ（0.14ha：農家 1 戸当たりのプ

ロジェクト対象面積の平均）の場合は 75％程度の栽培面積拡大で上位目標を達成できるが、エン

ドウ豆（0.08ha：同上）の場合は 500％の栽培面積拡大が必要である。紫トウモロコシに重点を置

いた栽培面積拡大とこのための資金確保が上位目標達成の条件の 1 つとなる。そのほかにプロジ

ェクト成果を活用していくつかの農民組織において他の作物の共同出荷が検討されるなどモデル

の活用が考えられている。今後このようなモデルの活用が進めば生計向上に貢献すると考えられ

る。 

「指標 2. 啓発対象地域の 27 集落においてモデルを構成する何らかの活動が行われる。」 

現時点では啓発対象地域においてモデル活用に係る活動は実施されていない。現行の農業普及

システムは脆弱なため、これに依存するだけではモデル普及にかなりの時間を要する。明確かつ

迅速な形での上位目標の達成には新たなプロジェクト（後続プロジェクト）の形成が望まれる。 

現在、プロジェクトでは、後続プロジェクトの形成をはじめ、表３－８に示されるようなモデ

ル普及に向けた活動が行われている。 
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表３－８ （A）上位目標-1 の達成のための対応と進捗 

対策：詳細 進 捗 

1．既存農民組織によるモデルの拡大実施 

既存農業支援ファンドを活用したプロジェクト対象

農民組織の支援継続：本プロジェクトで対象とした

農民組織の活動継続・拡大のための MINAGRI 農業

支援ファンド〔競争力のための補償プログラム

（Programa de compensaciones para la competitividad：

AGROIDEAS）〕へ資金支援を申請する。 

これは、農民組織が紫トウモロコシやエンドウ豆の

栽培面積の拡大のための資金を得ることを目的とし

ている。 

5 農民組織が支援申請に必要となるビジネス

計画（提案書）を作成した。1 組織は提出済

み、残る 4 組織は提出待ちの状況である。な

お、「提出待ち」とは AGROIDEAS 事務所の

業務の遅れから提案書受付けを一時中断し

ているためである。 

ペルー政府資金でのプロジェクト活動の小規模継続

実施：C/P 機関が既存農民組織及び新規農民組織の支

援を継続できるよう、世界銀行融資「国家農業革新

プログラム（PNIA）」の「技術移転ファンド」へ資金

支援を申請する。 

これは、C/P 機関がプロジェクト活動継続のための資

金を得ることを目的としている。 

C/P 機関により「技術移転ファンド」への支

援申請が検討されている。これまでに INIA

が提案したイチョカン区における「紫トウモ

ロコシ生産普及に関する活動」1 件が採択さ

れている。 

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 1 月 

 

表３－８ （B）上位目標-2 の達成のための対応と進捗 

対策：詳細 進 捗 

1．啓発対象地域におけるモデルの活用（実施） 

ペルー政府資金での後続プロジェクト（IEPARC フェ

ーズ 2）の形成：国家公共投資システム（Sistema 

Nacional de Inversión Pública：SNIP）の枠組みで、

AGRO RURAL を実施機関として、啓発地域の一部で

ある 3 州（カハマルカ、ラ・リベルタッド及びアマ

ソナス州）を対象とした後続プロジェクトを形成す

る。 

プロジェクトでは、カハマルカ州のみで展開された

が、上位目標では、他の州へのプロジェクト成果の

波及が求められている。これは、そのためのプロジ

ェクト予算を獲得することを目的としている。 

2014 年 6 月より後続プロジェクトを形成す

るための検討会が継続的に開催されている。

AGRO RURAL の形成ユニットがプロジェク

ト形成を担当している。2015 年 12 月に

MINAGRI 投資計画室は、本プロジェクト形

成のための投資前調査の作業計画を承認し

た。AGRO RURAL により、現在、投資前調

査が実施されている。 

2．モデル概念・戦略の取り込み・普及 

MINAGRI 予算プログラム 121 での「小規模農家商業

的農業構築ガイドライン」の発行：本プロジェクト

と目的が類似する MINAGRI 予算プログラム 121 号

（市場と小規模生産者連結改善プログラム）から本

プロジェクトで作成される同ガイドラインを発行

し、MINAGRI、AGRO RURAL、INIA、啓発対象地

域の 9 州農業局等に配付をめざす。これら機関によ

る農業支援計画策定あるいは実施の際の参考図書と

して、活用が期待される。 

MINAGRI の予算プログラム 121 号担当者と

調整が進められている。 



－17－ 

対策：詳細 進 捗 

AGRO RURAL が実施している円借款「山岳地域小中

規模灌漑整備事業」のコンポーネント A には本プロ

ジェクト全啓発対象地域（9 州）に位置する同事業地

区における農業技術支援が含まれる。この技術支援

は本プロジェクトのモデルと同様に生産チェーンに

焦点を当てている。本技術支援でのこのモデル活用

をめざす。 

これによって、本プロジェクトの主要な実施機関の 1

つであった AGRO RURAL を通じて、本プロジェク

トで開発されたモデルがカハマルカ州も含めた 9 州

に普及させることが期待できる。 

AGRO RURAL「山岳地域小中規模灌漑整備

事業」担当チームと連携して、コンポーネン

ト A に含まれる農業技術支援でのモデルの

取り込みについて検討が進められている。 

 

３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

（1）農家への技術指導 

農民組織のメンバーへの技術指導は、各農家が設置する農家実践・展示圃場への巡回指導

により行われた。また、農民組織への技術移転は、組織役員主導による会議の実施、組織の

ビジョン・目標の設定、AGROIDEAS 事務所へのビジネス計画書の作成、農産物の共同集出

荷の実施、肥料の共同購入の実施などの活動を通じて、オン・ザ・ジョブ・トレーニング（On 

the job training：OJT）ベースで実施されてきた。 

 

（2）C/P 職員への技術移転 

C/P 職員への技術移転は基本的にプロジェクト実施と運営を通じて OJT で実施された。特

に理解が浅い技術項目については研修・セミナーが開催された。C/P 職員への直接的な研修

回数は限られていたが、農民組織強化、栽培技術指導、生産チェーン整備、水土保全のいず

れの活動に関しても、プロジェクトの開始段階から繰り返し行われた OJT を通じて、技術移

転は進捗したと考えられる。 

 

（3）プロジェクト運営チームの基本的役割 

本プロジェクトには、図３－１に示されるように、ペルー側から多くの実施機関が参加し

た。これら複数の異なる機関からの要員で構成される 1 つのプロジェクト・中央技術チーム

と 6 つの郡・区のプロジェクト・ローカル技術チームによりプロジェクト活動が実施されて

いる。 

1） プロジェクト・中央技術チーム（Equipo Técnico Central：ETC：主に INIA 及び AGRO 

RURAL 職員、GORECAJ 職員） 

・プロジェクト全体調整 

・各郡政府・区役所メンバー向け組織能力強化・技術普及研修の開催 

・マニュアル等技術書類及びプロモーション書類の作成・配付 

・種子生産及び試験研究圃場の管理 

・プロジェクト全体報告書の作成 

・各郡・区事務所現場作業に対する支援の実施及び活動モニタリング 
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2） プロジェクト・ローカル技術チーム（Equipo Técnico Local：ETL：各郡・区事務所付き

の AGRO RURAL 職員、GORECAJ、各郡政府・区役所職員） 

・農民組織との調整 

・農民組織との各活動の実施・管理 

・農民組織向け組織能力強化・技術普及ワークショップの開催 

・各活動のモニタリング 

 

 
出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

図３－１ プロジェクト・中央技術チーム（ETC）及びローカル技術チーム（ETL） 

 

（4）C/P 職員の配置 

ETC や ETL に配置された C/P 職員のうち、正規職員は 38％、非正規職員は 62％である。

ここでいう非正規職員とはプロジェクト実施のために関係政府機関により有期契約で雇用さ

れた農業分野等の専門家（農家組織に対する技術指導を行う）あるいは INIA 種子農場の圃
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場作業員である。このような非正規職員の契約はプロジェクトの終了に伴い雇用が停止され

る。 

 

（5）活動の変更 

プロジェクト対象地域の環境条件に適合しないなどの問題から、ニンニクに関する栽培技

術普及、種子生産は第一期作を除き実施されなかった。現状ではニンニクの基礎的栽培技術

研究だけが継続されている。 

また単位重量当たりの単価増加（付加価値創出）をめざす加工場は組織化が も進んでい

たイチョカン区を除き見送られた。 

 

（6）農民組織のメンバー数の変遷 

多くの農家が作期ごとに新規で参加したが次の作期に脱退する農家もあった。プロジェク

トでは農家への農業生産資材経費の負担（1 年目収穫物量の 20％、2 年目経費の 25％、3 年

目経費の 50％、4 年目経費の 75％）を求めた。インタビュー結果では、この負担を嫌ったこ

と、また期待された結果が得られなかったこと（天候不順によるものや指導された技術の適

用ができなかったため、作付けに失敗した）を理由に組織を脱退した例が多い。紫トウモロ

コシ及びエンドウ豆栽培技術普及活動の事例について、このような農家の新規参加と脱退の

状況を表３－９に示す。 

第一期作から第四期作までの延べ新規参加者数は 628 名、また延べ脱退者数は 400 名であ

った。これら中途脱退者も、ある期間において、プロジェクトの便益を得ているため、本プ

ロジェクトの受益者と見なすことができる。第四期首現在、差引き 228 名が参加員数となっ

ている。 

 

     表３－９ 紫トウモロコシ及びエンドウ豆栽培の参加農家*  （単位：名） 

作 期 第一期 第二期 第三期 第四期 

I 期参加者 
新規参加：160 参加継続：81 参加継続：38 参加継続：31

脱退：79 脱退：43 脱退：7

II 期参加者 
新規参加：264 参加継続：100 参加継続：61

脱退：164 脱退：39

III 期参加者 
新規参加：132 参加継続：64

脱退：68

IV 期参加者 新規参加：72

参加者 160 345 270 228

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

* 農家世帯ごとに参加農家は 1 名である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価 5 項目による分析 

４－１－１ 妥当性：高い 

（1）政策面 

ペルー政府は社会政策の目標の 1 つとして、貧困対策と貧困対策の削減を掲げている。ペ

ルー共和国 2021 年計画（Visión del Perú al 2021）においては、Vision 4 に、「高い経済成長を

維持し競争力と生産リンクを継続的に改善することにより、全国民の生計条件を向上し、貧

困を根絶し、統合的な開発のための機会を創出し、そしてペルー国民を分かつ不平等を減ら

す」とあるように、貧富の差の縮小が優先課題の 1 つとして挙げられている。 

農業セクター多年戦略計画（Plan Estratégico Sectorial Multianual de Agricultura, MINAGRI：

PESEM）2015-2021 では、農業開発の 2 つ目の戦略目標（Objetivo estratégico）として、特に

小規模農家に重点を置いて、農業の競争力と市場アクセスを強化することを挙げている。こ

の戦略目標を達成するための戦略活動（Acciones Estratégicas）として、13 の項目が挙げられ、

そのなかに、No.3 農業技術を改善すること、No.10 金融サービスへの農家のアクセスを促進

すること、No.11 農家による事業組織の設置を督励することなどが含まれている。 

カハマルカ州農業開発計画（Plan Estratégico Regional del Sector Agrario 2009-2015）では、

官民の組織連携、能力開発、生産チェーンの構築等をセクターの開発目標に掲げている。 

以上の政策にみられるように、ペルー及びカハマルカ州の農業政策とプロジェクトの目標

の整合性は高く、プロジェクトの実施は政策実現に貢献するものである。 

 

（2）プロジェクトのアプローチ 

1） 対象地域の選定 

対象地域の 5 郡は、標高 2,500～3,500m に位置し、気温は 5℃～20℃と低く年間降雨量

は平均 680mm で、農業生産が厳しい気候条件下にある。主要作物はジャガイモ、トウモ

ロコシ、穀類及び豆類が代表的であるが、場所によっては生乳生産による経済インパクト

が大きなところもある。一般に自給農業が多く現金収入を農閑期のその他の経済活動によ

る労賃収入等に依存する農家がみられる。農産品の市場アクセスが限定的で貧困率は高い。

対象 5 郡のいずれにあっても、生計向上をめざすプロジェクトに対する山岳地域の小規模

農家のニーズは高い。 

2） 対象グループの選定 

農民組織のメンバーの確保を優先するため、プロジェクトの当初段階において、その居

住先を単一集落から複数集落に拡大して農民組織の構築を行うことになった。1 つの集落

には数十の農家が存在するが、プロジェクトに参加したメンバーはその集落において少数

である。この変更の結果として、集落全体を対象にプロジェクト活動を行うアプローチ（モ

デル集落アプローチ）は困難となった。すなわち集落レベルでの活動は、集落全体による

活動ではなく、メンバーによる個別の活動となった。メンバーを十分に確保できない事態

が生ずると、プロジェクトの全活動に支障を来すこととなるので、この変更はやむを得な

いものであった。支援の対象となった農民組織の所在地、メンバーの居住集落、集落数、

メンバー数等を表４－１に示す。 
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表４－１ 農民組織の概要 

郡・区 集落名称・集落数 組織略称 
メンバー数

（名） 

サン・ミゲル郡 La Laguna, Lamaspampa, El Molino, Arteza, 

Quinden Alto, San José de la Arteza, El Mutish 

7 A-PLUS EL 

MOLINO 

25 

サン・パブロ郡 El Suro 1 APAAS 20 

カハマルカ郡 

ナモラ区 

 

Cau Cau, Casa Blanca, Chilacat, La Perla, 

Jigón, Chuchun, 

El Molino, Huayán, Samaday, San Francisco, 

Cose 

11 APPAN 39 

カハマルカ郡 

ナモラ区 

Quelluacocha, Huayllamasma, 

El Progreso, La Masma 

4 APAQ*） 55 

カハマルカ郡 

マタラ区 

Matarita, Jocos, Ciruc, Choromarca, Cercado, 

Chim chim, SanJuan, Pampa Larga, 

La Taya, Churgap, Higospata 

10 APAIM 64 

サン・マルコス郡 

イチョカン区 

Llollón, Poroporito, Llanupacha, Poroporo, La 

Victoria, Montoya, Sunchupampa, La Colpa 

8 APASI 36 

カハバンバ郡 Colcabamba, Machacuay, Callash, Shitabamba, 

Chanshapamba 

4 APALEC 21 

APACSUR* 44 

合 計  45  304 

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 1 月現在。 

備考：* 第四作期から離脱。ただし、うち 2 名については引き続き本プロジェクトに参加している。 

 

（3）受益者の技術ニーズとの整合性 

農民組織のメンバーに関していうと、慣行の栽培技術は、粗放的であり、プロジェクトで

導入した適切な肥料投入と管理を行う栽培技術とは大きく異なっていた。プロジェクト活動

が対象とする 1 農家当たりの耕作面積は紫トウモロコシ 0.25ha、エンドウ豆 0.10ha に制限さ

れ、また、投入資材も農家の負担逓増により支援された。栽培面積の制限は、プロジェクト

で新しい技術を導入するため農家の技術習熟度が収量に大きく影響すること、限られた農地

に 1 つの作物が集中した場合に不作となったときの経済的損失が大きくなること、及び農家

自身にも負担逓増を求めているため面積が大きくなると農家が負担できる範囲を超えてしま

うといったリスクを考慮したものである。 

農家の栽培技術は年々向上していることから、導入された技術が適切であったと考えられ

る。すなわち、プロジェクトが導入した栽培技術は慣行農業とは異なっていたが、技術レベ

ルも適切であり、農家のニーズに合致していたといえる。 

 

（4）日本の援助方針 

わが国の対ペルー共和国国別援助方針（Lineamiento de la cooperación japonesa a la República 

del Perú）においては、「社会的包摂の実現を伴った持続的経済発展への貢献」（Contribución al 

desarrollo económico sostenible con inclusión social）を基本方針とし、農業や社会開発分野の支

援等を通じ持続的な経済発展を支援することとしている。また、同方針のなかで、3 つの重

点分野が設定されており、その 1 つに、「経済社会インフラの整備と格差是正」が掲げられて

いる。同重点分野においては、「農林水産業に依存する地方の貧困層に対する生産性向上」に
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対する支援を行うとしている。 

一方、JICA では、上記国別援助方針を受け、貧困層の多くが農村部にて農林水産業に従事

していることから、「格差是正のための農村開発強化」を重点課題の 1 つとして掲げている。 

本プロジェクトは、換金作物の農業生産性向上や農産物生産チェーンの構築を通じた貧困

層の多い山岳地域の小規模農家の生計向上支援を行うものであり、日本の対ペルー援助方針

及び JICA の支援の考え方に合致するものであるといえる。 

 

４－１－２ 有効性：高い 

5 郡での活動を踏まえ、小規模農家の生計向上に向けた方法論、技術論を取りまとめた文書と

して、「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」が取りまとめられ、 終的な見直しが進められ

ており、プロジェクト目標は達成される見込みである。 

また、同ガイドラインにも記載されたモデルは、9 州農業関係者に対する啓発セミナー等にお

いて高い評価を得ている。何よりも、対象作物（紫トウモロコシまたはエンドウ豆）の収量を上

げ共同販売の実施を通じて、現に現金収入機会を創出し得た点において農民組織による評価が高

い。モデルは、小規模農家の営農全般にわたって改善を働きかけるものではなく、生計向上への

オプションの 1 つとして成功している。耕作面積を限定しリスクを低減することで、農家が試行

しやすく、直ちに実践可能なものとしている。これがモデルの成功の一因である。生計向上モデ

ルを実際に確立したことによりプロジェクトの有効性が高められている。 

 

４－１－３ 効率性：中程度 

日本側の投入に特に問題はなかった。ペルー側の C/P 機関は多数にわたった。それら複数の機

関からの投入には、一部に要員と予算措置の両方で不足と遅れがみられた。ほとんどの C/P 機関

が積極的に負担事項に対応してきた。 

過去の 3 回の作期のいずれにおいても、干ばつや多雨の影響がみられた。現在実施中の第四作

期（2015～2016 年）でも、2016 年 1 月現在、通常は既に雨期の 中であるが、プロジェクト対象

地区では雨が降っておらず深刻な影響が出始めている。干ばつ、多雨、雨期の時期的変化などの

異常気象は、成果 2（生産）ひいては成果 3（販売）の関連活動の実施に影響を与えた。 

試行錯誤がいくつかみられるプロジェクトとなった。単一集落を単位とした農民組織の構築

（モデル集落）、単位重量当たりの単価増加をめざす付加価値創出への努力、新たな作物であるニ

ンニク導入への努力がなされた。このような努力の結果、複数集落を単位とした農民組織の構築、

選果と共同出荷に収支改善の途を見出すことなど、実施可能な方法が見出された。以上の試行錯

誤を通じてアプローチの是正がなされたが、同時に、当初選定された単一集落の詳細地図の作成

のように、成果発現につながらない投入が一部に生じる結果となった。 

有償資金協力事業「山岳地域貧困緩和環境保全事業」（PRONAMACHICS）と IEPARC の受益者

との関係について、プロジェクトにより、12 名の農家に対しヒアリングが行われた。結果は表４

－２に示すとおりで、多くが PRONAMACHICS の複数の活動に参加している。PROAMACHICS

でテラスを導入した農地を IEPARC でも活用しているとは限らないが、技術の汎用性を考えると、

間接的には相乗効果があると考えられる。プロジェクトでは、PRONAMACHICS は大規模かつ広

範囲に実施されているため、IEPARC との受益農家の重複は相当数に達すると考えられ、本プロ

ジェクトの成果は、同事業にも貢献していると考えられる。 
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表４－２ 山岳地域貧困緩和環境保全事業（PRONAMACHICS） 

 
郡・区 Caserio 農家名 

山岳地域・貧困緩和環境保

全事業での参加活動 

1 サン・ミゲル郡 
San José 

Arteza 
Bartolome Mendoza Suarez 

低速形成テラス、浸透溝、

植林 

2 サン・ミゲル郡 Quindén Alto Bartolome Garro Sánchez 植林 

3 サン・ミゲル郡 El Mutish Gumersindo Saravia Ramírez 浸透溝、植林 

4 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Quelluacocha 

Alfonso MiguelMiranda 

Gonzales 

低速形成テラス、牧草栽

培、植林 

5 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Quelluacocha Josè Carmen Rayco Ruiz 

低速形成テラス、牧草栽

培、植林 

6 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Quelluacocha Virginia Pèrez Ocas 

低速形成テラス、浸透溝、

植林 

7 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Cau Cau Manuel Roncal Chávez 

低速形成テラス、浸透溝、

植林 

8 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Jigòn Maria Mayta Pérez 

低速形成テラス、浸透溝、

植林 

9 
ナモラ区、 

カハマルカ郡 
Chuchun Juan Estacio Huingo 低速形成テラス、浸透溝 

10 カハバンバ郡 Colcabamba Julio Cruz Santos 
低速形成テラス、浸透溝、

植林 

11 カハバンバ郡 Colcabamba Tomás Fabian Avila 低速形成テラス 

12 カハバンバ郡 Colcabamba Narciza Fernandez Cruz 低速形成テラス、浸透溝 

13 サン・パブロ郡 Suro Cesar Noe Lozano vasquez ＜参加なし（非受益者）＞

14 サン・パブロ郡 Suro Gilmer Bazán Cabrera ＜参加なし（非受益者）＞

15 サン・パブロ郡 Suro Exilda Palomino Ventura ＜参加なし（非受益者）＞

16 サン・パブロ郡 Suro Isauro Malca Vasquez ＜参加なし（非受益者）＞

17 サン・パブロ郡 Suro José Chávez Tambo ＜参加なし（非受益者）＞

18 
イチョカン区、 

サン・マルコス郡
Poroporo 

Manuel Isidoro Rodriguez 

Abanto 
低速形成テラス、植林 

19 
イチョカン区、 

サン・マルコス郡
Poroporo José Isidro Acosta Cotrina 低速形成テラス、植林 

20 
イチョカン区、 

サン・マルコス郡
Poroporito Agapito Tirado Quispe 低速形成テラス、植林 

21 
イチョカン区、 

サン・マルコス郡
Llanupacha 

José Melecio Rodriguez 

Izquierdo 
低速形成テラス、植林 

22 
イチョカン区、 

サン・マルコス郡
Llanupacha 

Pedro Elmer Honorio 

Rodriguez 
低速形成テラス、植林 

出所：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 3 月 

 



－24－ 

４－１－４ インパクト：高いと見込まれる 

プロジェクト対象地域における生計向上の試みとして、プロジェクト実施機関である INIA バ

ーニョス・デ・インカ研究所、GORECAJ 及び AGRO RURAL はプロジェクト終了後も引き続き、

モニタリング、技術者の配置、農業用資材の投入を行うことを約束している。また、プロジェク

トで開発されたモデルの他地域への適用の試みとして、AGRO RURAL による本プロジェクトの

後続プロジェクト実施の準備がある。国家公共投資システム（SNIP）の 1 つとして行うため、必

要な作業計画（Plan De Trabajo）が作成され、既に MINAGRI 投資計画室の承認を得ている。現在

はプロファイル作成のための投資前調査（Estudio de Pre inversion a nivel Perfil）の実施段階にある。

投資前調査は机上調査を含み、対象の 3 州（カハマルカ、ラ・リベルタッド及びアマソナス州）

で行われるサイト調査から成り、2016 年 6 月または 7 月に完了する見込みである。MINAGRI 投

資計画室による調査結果の審査・評価に先立ち、経済財政省のプロジェクトバンクに登録される

こと、また 2017 年の組織予算が承認される前に、このプロジェクトの承認が行われることが期待

される。以上より、上位目標の達成が期待できる。 

サン・パブロ郡では、2015 年に独自予算により、本プロジェクトで推奨した栽培技術を用いた

農家支援が行われた。支援された耕作面積は紫トウモロコシ（10 カ所、計 1.1ha）及びエンドウ

豆（24 カ所、計 1.2ha）であった。灌漑施設のある圃場では乾期作も含まれた。技術指導にあた

った要員は郡政府雇用の専門家でプロジェクトの C/P職員と同じ人材であった。2016年の作期は、

支援面積は紫トウモロコシで計 6ha 及びエンドウ豆で計 2ha まで拡大され、プロジェクトで導入

した栽培技術のみならず本プロジェクトで開発したモデルを活用した共同販売まで拡大される予

定である。現行の行政体制が続く残り 3 年の間は、同様な農家支援が継続すると期待される。ETC

では、本プロジェクト終了までの期間を利用して郡政府の実施体制への集中的な指導を行うこと

が検討されている。サン・パブロ郡政府による独自の支援活動は本プロジェクトの波及効果の 1

つとしてとらえることができる。 

プロジェクトでは、「山岳高地における農業ビジネス改善に向けた紫トウモロコシに関する品

種別と標高別アントシアニンの含有量調査」の技術提案書が作成され、世界銀行の「国家農業革

新プログラム（PNIA）」の適用を受け、融資が決定した。本調査は、2016 年 4 月に開始される予

定である。また、ペルー農産物企業 Agro Condo 社との間で、紫トウモロコシの含有量に係る研究・

調査を実施していくための提携について合意がなされている。さらに、プロジェクトでは、多く

の農産物関連企業から紫トウモロコシ生産に関する質問や現場訪問を受けてきた。これは本プロ

ジェクトの実施により、カハマルカ州の紫トウモロコシ生産地としての知名度が増したことによ

るもので、波及効果の 1 つとしてとらえることができる。 

イチョカン区農民組織には、アマソナス州チャチャポジャス郡、カハマルカ州中部に位置する

チョタ郡、サン・マルコス郡ホセ・ガルベス区などプロジェクト対象地域以外の農家や組織から

紫トウモロコシ種子販売の依頼があり、実際に販売している。これは、カハマルカ州内及び近隣

地区における紫トウモロコシ栽培への関心の高まりと考えられ、波及効果の 1 つとしてとらえる

ことができる。 

なお、MINAGRI の農業ビジネス総局は紫トウモロコシの商業化を進めるため「紫トウモロコ

シ国家品質基準書」の提案の作成を進めている。本プロジェクトの要員が、正式メンバーとして

基準作成に参加し、特に、プロジェクトでの栽培、収穫後処理及び販売の経験・知見が提案に反

映された。 
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４－１－５ 持続性：高いと見込まれる 

（1）政策・制度面 

① 本プロジェクトにおいて、モデルの文書化として「小規模農家商業的農業構築ガイドラ

イン」が作成されている。本プロジェクトと目的が類似する MINAGRI 予算プログラム

121 号（市場と小規模生産者連結改善プログラム）からの同ガイドラインの発行をめざ

して、現在 MINAGRI との間で調整が進められている。本プログラムは小規模生産者の

市場アクセスを改善する全国のプロジェクトにつながるものである。本プログラム名で

の発行により、より広い地域での継続したモデル活用につながることが期待される。 

② 本プロジェクトの C/P 職員のうち、政府正規職員は 38％、非正規職員は 62％であった。

正規職員の割合が低いのは、ペルーでは本プロジェクトに限ったことではなく、従来よ

り一般的な状況であるが、農業セクター人材は同一セクターの業務に従事する傾向が強

く、プロジェクト C/P 職員が何らかの農業・農村開発プロジェクトに携わる可能性が高

い。ただし、雇用契約終了に伴い非正規職員が散逸することは否めないため、山岳地域

の農業の振興に向けて、このような人材の活用のための組織的な枠組みが存在すると、

プロジェクトが残す技術資産の持続レベルが向上する。 

 

（2）組織・財政面 

以下に掲げる今後の活動はいずれもプロジェクトの活動継続につながるものである。 

① AGRO RURAL により計画されている後続プロジェクト（IEPARC フェーズ 2）は、カハ

マルカ州、ラ・リベルタッド州、アマソナス州の山岳地域を有する北部 3 州を対象とし、

現在、投資前調査の段階にある。 

② GORECAJ（農業局）により、本プロジェクトの継続実施について以下のとおり対応が行

われている。2015～16 年作期については 2016 年 12 月末までの要員配置が決定されてい

る。さらに、GORECAJ が第四作期（2015～16 年作期）用に購入した肥料（グアノ・デ・

イスラ）800 袋（50kg 袋）のうち、第四作期に使用しない 670 袋を活用し、2016～17 年

作期についても継続を検討中である。 

③ INIA 技術者が「国家農業革新プログラム（PNIA）」の「技術移転ファンド」に申請した

「紫トウモロコシ生産普及に関する活動」が審査に合格した。2016 年 2 月頃から活動が

開始されることから、本プロジェクトで実施していたイチョカン区農民組織への支援活

動が継続される。 

④ 本プロジェクトの対象農民組織のうち、5 組織が MINAGRI の農業支援ファンド

AGROIDEAS をめざして申請書類（ビジネス計画）を作成した。このうち 1 組織が申請

書類の正式な提出を終えている。残り 4 組織も作成しているが AGROIDEAS 事務所によ

る受付待ちの状況である。 

⑤ 2015 年の新政権発足以降、サン・パブロ郡政府が独自資金で本プロジェクトが推奨する

紫トウモロコシ及びエンドウ豆の栽培技術を普及している。2016 年 1 月現在、既に 2 回

目の作期で活動を実施しており、本プロジェクト終了後も少なくとも現政権の続く間は

同様の活動が継続されると期待できる。 

⑥ サン・ミゲル郡政府が 2016 年 8 月以降の独自資金での活動継続に向けた検討を開始して

いる。2016 年 1 月 11 日に郡政府議会に対してプロジェクト・ローカル技術チーム（ETL）
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が 2016 年 8 月以降の活動案と予算案を提言した。 

 

（3）技術面 

農家レベルにおいて、本プロジェクトで導入した技術の多くは、基本的なものが多く、農

家自身で継続していくことは可能と考えられる。また、実施機関の C/P レベルにおいては、

プロジェクト期間中に必要なマニュアルやガイドラインを整備したものを用いて、継続して

普及を行うことができると考えらえる。 

 

４－２ 結論 

評価 5 項目の検討の結果は全体として満足するものであった。山岳地域の小規模農家の生計向

上モデルの構築という目標に向け試行錯誤の末、C/P 機関間の連携活動により持続性と普及性に

富む現実的かつ具体的なモデルが構築されたと評価できる。したがって、このプロジェクトの目

標はほぼ達成されている。よって、プロジェクトを予定どおり終了することが適当である。 

プロジェクトにおいて設立・育成された農民組織は自主的な活動を展開しており基礎はつくら

れたといえるが、今後の自立発展に向けてはまだ支援が必要な状況にある。また、モデルのカハ

マルカ州内及び他 8 州への普及という上位目標の達成に向けた道筋はまだ明確になっていないの

で、第５章に示す提言に従った措置がプロジェクト及びペルー側関係機関により講じられること

が強く望まれる。 
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第５章 提言及び教訓 
 

５－１ 提言 

（1）農民組織の自立発展に向けた継続的な支援 

プロジェクトにより設立・育成された農民組織は本格的な活動を開始してからまだ 2 年し

か経っていないため組織的にはまだ脆弱で、協力終了後直ちに全支援がなくなると活動が停

止してしまう可能性が高い。上位目標達成のためにもプロジェクト技術チームを持続させ、

協力終了後 低 3 年間は支援活動を継続していく必要がある。 

また、GORECAJ と各郡・区政府は、プロジェクトで設立された農民組合が、さまざまな

資金供与組織に支援を求めるにあたり、ビジネス計画の作成と申請手続きの面から支援する

必要がある。農民組織活動の拡大に向けた AGROIDEAS 事務所への応募（ビジネス計画の提

出）がなされているが、いまだ採択されていない状況であり、引き続き応募の支援を行う必

要がある。 

 

（2）開発モデルのカハマルカ州内及び他 8 州への普及への措置 

1） カハマルカ州内におけるモデルの普及 

a） GORECAJ によるモデルの普及 

GORECAJ は州内において農業普及のための予算が恒常的に確保されている唯一の機

関である。よって、同州政府の農業普及活動を通じてモデルを州全体へ普及することが

望まれる。プロジェクトに参加した州政府職員の数は非常に限られている。州全体への

モデル普及に際しては、プロジェクトに参加した職員以外の州政府の技術職員にもプロ

ジェクトの成果を理解させる必要があり、こうした職員を対象とした「モデル」セミナ

ーを開催し、モデルに関する理解を深める必要がある。 

b） GORECAJ と州・郡・区政府間の連携によるモデルの活用促進 

今回調査で訪問した州、郡、区政府はいずれもモデルの継続活用を希望しているが、

単独での活動展開には技術面・予算面で困難な状況にある。この状況はプロジェクト対

象地域以外の郡・区政府でも同様と考えられる。したがってモデル活用促進のためには、

各政府が人員（技術）、予算を補完、結集する必要がある。州政府と郡・区政府間で協定

を結び各機関の役割分担と責任を明確化することが重要である。 

2） AGRO RURAL による後続プロジェクト（IEPARC フェーズ 2）の実施（3 州対象：カハ

マルカ、ラ・リベルタッド、アマソナス） 

AGRO RURAL は、モデルを活用したフェーズ 2 の投資前調査を SNIP の枠組みのなかで

実施中である。本調査を 2016 年 6 月初旬までには完了し、フェーズ 2 事業が AGRO RURAL

次年度予算計画に含まれることが不可欠である。 

3） 円借款「山岳地域中小規模灌漑整備事業」でのモデル活用（9 州対象：カハマルカ、ア

マソナス、アンカッシュ、アヤクチョ、ワンカベリカ、ワヌコ、ラ・リベルタッド、ピウ

ラ、フニン） 

AGRO RURAL が実施している有償資金協力事業「山岳地域小中規模灌漑整備事業」の

コンポーネント A には本プロジェクト全啓発対象地域（9 州）に位置する同事業地区にお

ける農業技術支援が含まれる。この技術支援は本プロジェクトのモデルと同様に生産チェ
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ーンに焦点を当てている。農業技術支援にモデルを活用すれば、より効率的、効果的な支

援実施につながると期待できる。農業技術支援は、今後、灌漑インフラ施設が整備された

段階での実施となるが、具体的支援内容の検討は既に開始されている。このため、農業技

術支援においてモデルが確実に活用されるよう、同事業に従事する農業技術者、普及員、

コンサルタントなど関係者のモデルに関する理解を高めることが必要である。 

4） MINAGRI 予算プログラム 121 号（市場と小規模農家連結改善プログラム：PP-121）を

通じたモデルの普及 

PP-121 号はモデルと同様に市場と小規模農家の連結を目的とする全国の活動を管理し

ている。このため、モデル図書を PP-121 号名で発行した場合、モデルがより効率的に広範

囲で認知され活用される可能性が高まる。したがって、プロジェクト終了までにプロジェ

クトが MINAGRI とモデル図書の発行元について具体的検討を行うことが望まれる。 

 

（3）「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」要約版の作成 

同ガイドラインはほぼ完成している。同ガイドラインはモデルのみならず商業的農業に係

る営農や栽培技術、支援方法などの基礎知識なども含む包括的なものとなっているため非常

に分量が多い。基礎知識は必ずしも全利用者に必要とは限らないことから、モデルに特化し

た要約版が作成されればより効率的なモデルの普及につながる。要約版作成に際してはモデ

ル全体概要図などわかりやすい表現を用いることが薦められる。 

 

（4）予算に応じた柔軟なモデルの活用 

モデルは主に栽培技術改善と流通改善から構成される。しかしながら栽培技術改善には一

般的に非常に長い時間と大きな費用を要する。一方、州・郡・区政府など関係機関の予算は

非常に限られているため、モデル活用に向けた十分な予算措置が困難となることが想定され

る。このような場合は、あまり資金を要することなく実施できる「既存作物」を対象とした

「流通改善（農業資材の共同購入と農産物の共同出荷）活動」だけの実施も可能であり、こ

の活動のみでも生計向上に向けた一定の効果が十分に期待できる。また、栽培技術の改善が

進んだ地域においては、予算の有無に限らず「流通改善」のみ実施することも可能である。 

 

（5）モニタリング体制の確立 

「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」にはモデルの内容のみならず、作付計画や販

売計画作成の方法、栽培技術、農業支援の方法など商業的農業構築のための基礎知識や技術、

留意点などが具体的に示されている。これらはさまざまな農業支援の計画化、実施において

有用であり、モデル全体あるいはこの一部のみならず基礎知識や技術の一部が小規模農家生

計向上関連活動に活用される可能性がある。 

モデルの活用や普及の状況をモニタリングすることは、上位目標達成の度合いを把握する

ことにつながるため、以下の対応を取ることが望ましい。 

1） 本プロジェクトの啓発対象地域は 9 州と極めて広く、現状では活用状況の把握が困難に

なる可能性がある。したがって、将来の活用状況のモニタリングが容易になるよう、同ガ

イドライン配付先リストを作成するなど、「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」利

用の可能性のある組織を可能な限り明確にする必要がある。 
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2） 「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」の配付先は少なくとも、啓発対象地域であ

る 9 州となるため、このモニタリングは中央政府である MINAGRI が担当することが望ま

しい。 

 

（6）農民組織の形態の適切性の検証 

本プロジェクトを通じて設立された農民組織（Asociación）について、組織の収益がある

場合に、その収益が各会員に分配されるような他の組織形態を検討し、可能であれば変更す

る。 

 

（7）カハマルカ州内における紫トウモロコシ栽培の促進 

州政府は、政策として、州内生産回廊を設定し、優先農業生産物の生産チェーンを設定し

ている。本プロジェクトを通じて高いポテンシャルを有していることが判明した紫トウモロ

コシを州の優先農業生産物の 1 つとして位置づけ、州内での栽培を促進することが求められ

る。 

 

５－２ 教訓 

（1）組織間連携による活動実施の有効性 

小規模農家の持続的生計向上に向けては、生産から流通までの改善並びに生産基盤の保全

などという多岐にわたる活動が展開される。これら多岐にわたる活動を単独組織がすべて支

援するのは困難であるため関係組織の連携体制が必要である。確かに、本プロジェクトは複

数機関の連携により実施されたが、関連機関すべてが予算措置、要員配置の責任を負ってい

たため、機関間の調整に相当な労力を費やす結果となった。よって、複数機関での実施が必

要な場合は予算、要員措置の責任を 1 つの主幹機関に集中させ、その他機関は既存リソース

を活用した補完的役割を担うものとプロジェクト開始前に整理することが適切である。 

 

（2）受益者負担を伴う活動の効果 

ペルーでは長年にわたり農家に対し無償支援が行われたため、農家の多くは自らによる投

資の意欲が低い。一方、本プロジェクトが生計向上の手段とした商業的農業の強化には農家

の投資が不可欠である。このため本プロジェクトでは、農家が徐々に投資意欲を高められる

よう農業生産に係る農家負担が設定され、負担率が 1 年目収穫物量の 20％、2 年目経費の 25％、

3 年目経費の 50％、4 年目経費の 75％と段階的に引き上げられた。この結果、プロジェクト

活動から脱落する農家もみられたが、一方で投資意欲が高く積極性のある農家のみが組織に

残ったことにより組織の商業的活動が加速、また持続性も高まったといえる。このため、特

に商業的農業の強化を目的とした類似案件では同様のアプローチの活用が効果的と考えられ

る。なお、負担を伴うため個々の農家の技術習得に対する意欲も強く、技術普及という観点

からみても良い結果が期待できる。 

 

（3）仲買人の介入の 小化 

このモデルでは、生産者と卸売業者や加工業者などの 終消費者を結びつけることにより、

仲買人の介入を 小化し、農家の利益を増加させた（仲買人の役割を運搬業務に特化させ、
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仲買人は運搬費を得て、農家は 終消費者との間で価格設定を行うことにした）。今後、同様

のプロジェクトを実施する場合、必ずしも仲買人を排除するのではなく、農家と 終消費者

を結びつけ、農家の利益を 大化する仕組みを導入することが重要である。 
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第６章 団長所感 
 

ペルーの山岳部小規模農家は一般的に限られた農地で生産性と収益性の低い農業を営んでい

る。そのような状況が同地域の高い貧困率の問題にもつながっている。このような状況下、「小規

模農家の生計向上モデルの構築」を目的とした本プロジェクトが開始された。その構築に向けさ

まざまな実証活動が行われ、 終的に農産物生産チェーン（生産増・質向上⇒選果・＜一部加工

＞⇒流通改善）モデルが構築された。なおこのモデルには、あまり資金を要さずに収入向上が図

れる「農業資機材共同購入」や「農産物共同出荷」も含まれており、ペルー山岳地域 9 州での適

応性は高いと評価される。 

生産面においては、優良種子や肥培管理技術の導入等による粗放的慣行農法から集約的農法へ

の転換が図られた。この集約的農法の導入と普及は、限られた農地面積で生産性を向上させるた

めには必要不可欠である。 

対象作物は紫トウモロコシとエンドウ豆である。紫トウモロコシは、INIA Baño de Inca 試験場

が 2001 年に開発した INIA601 を用い、導入・普及活動が行われた。この INIA601 は他の品種と

比べると収量もアントシアニンの含有量も高いが（2014～15 年作期にプロジェクトが民間企業の

協力に実施した補完的調査活動では従来品種の Canta よりも 76％高い）、開発以来、本協力開始

までの約 10 年間死蔵されていた。この INIA601 に対するマーケットの評価は高く、この導入が

協力成果発現の大きな要因の 1 つとなった。 

集約的農法の導入による受益農家の平均純所得は、表６－１に示すように従来と比べると平均

単収の大幅な増加によりそれぞれ約 3.4 倍、約 2.2 倍へと増加した（なおトライアルということ

で協力期間中の 大栽培面積は、紫トウモロコシが 0.25ha/戸、エンドウ豆が 0.10ha/戸であった）。

この顕著な純所得の増加により、現在農家の活動継続に対する意欲は高まっている。 

 

表６－１ 協力活動による紫トウモロコシとエンドウ豆の単収と純所得の増加 

作 物 

従 来 
プロジェクト 

（2014～15 作期） 
平均収量

の増加率 

純所得の

増加率
平均単収 

（ha 単収への

換算値） 

純所得 平均単収 純所得 

紫トウモロコシ 

（0.25 ha） 

1.5 

ton/ha 

272 ソル 

（約 79 米ドル）

5.5 

ton/ha 

927 ソル 

（約 268 米ドル） 
約 3.7 倍 約 3.4 倍

エンドウ豆 

（0.10 ha） 

1.6 

ton/ha 

80 ソル 

（約 23 米ドル）

5.0 

ton/ha 

173 ソル 

（約 50 米ドル） 
約 3.1 倍 約 2.2 倍

注）為替レート 1 米ドル＝3.456 ソル（2016 年 3 月 7 日）で換算 

 

また農業技術普及面自体でのインパクトも大きいことが確認された。農民組織へのインタビュ

ーでは、「これまでの援助と違い、本プロジェクトの技術者は直接われわれの圃場で技術を指導し

てくれた。次世代に伝えることができる技術を学べた」との声が聞かれた。 

なお更なる生計向上に向けては栽培面積の増加が必要であるが、そのための営農資金調達が今

後の課題である（関連農民組織は、資金調達をめざし MINAGRI AGROIDEAS 事業プログラムに

対する申請を準備している）。 
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流通面でもその改善に向け、従来の各農家による仲買人への個別販売から農民組織による輸送

業者との連携による共同販売（都市部の卸業者への直売）へと切り替えられた。その結果、過半

数の農民組織が収益性を約 15％向上させた。 

以上述べてきたような検証活動を通してモデルが構築された。これまでペルー山岳地域の小規

模農家の生計向上に資する実効性と適応性に富むモデルはほとんど存在せず、この成果は評価に

値する。 

今後の課題は、成果持続性の確保とモデルの普及にある。農民組織もその設立から日が浅く、

自立発展に向けてはまだ支援が必要な状態にある。持続性確保に向けたペルー側関係機関による

各種措置については評価レポートの提言で言及した。協力期間中にその取り組み方針が具体化す

るようプロジェクト関係者には可能な限りの対応を願いたい。またモデルのカハマルカ州内及び

山岳地域他 8 州への普及に関しても、提言に沿った同様な対応が望まれる。 
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１．調査日程

添付資料１　調査日程 　

1 2月17日 水
-

09:00-10:00
10:00-12:00
14:00-15:00
16:00-17:00

3 2月19日 金
08:00-0830
08:30-13:00
14:30-17:00

カハマルカ

4 2月20日 土 - カハマルカ

5 2月21日 日 - カハマルカ

6 2月22日 月

08:00-09:00
09:00-10:30
10:30-13:00
14:00-14:30
14:30-16:00
16:00-18:00
18:00-19:00

カハマルカ

7 2月23日 火

06:00-10:00
10:00-10:15
10:30-12:30
14:00-16:30

カハバンバ

8 2月24日 水

08:00-10:00
10:00-10:30
10:30-12:00
13:30-15:30
15:30-16:30
16:30-18:30

カハマルカ

9 2月25日 木

07:30-11:30
11:30-13:00
14:00-18:00

サン・ミゲル

10 2月26日 金

07:45-09:00
09:00-10:30
10:30-13:30
13:30-15:30

カハマルカ

11 2月27日 土 12:45-13:55 リマ

リマ

-

リマ

14 3月1日 火

05:15-06:35
08:00-10:30
10:50-11:00
10:45-11:30
13:00-14:30
14:45-15:30
15:30-17:00

カハマルカ

15 3月2日 水

08:00-09:00
09:00-11:30
12:00-13:00
12:45-14:00

カハバンバ

16 3月3日 木

08:00-09:00
09:00-09:20
09:20-11:00
11:00-12:00
13:45-16:00
16:00-18:00

カハマルカ

17 3月4日 金

06:00-08:30
08:30-09:30
09:30-11:45
13:30-16:00
16:00-17:00

カハマルカ

18 3月5日 土 カハマルカ

19 3月6日 日 カハマルカ

20 3月7日 月 09:00-17:00 カハマルカ

21 3月8日 火 09:00-17:00 カハマルカ

22 3月9日 水 09:00-17:00 カハマルカ

23 3月10日 木
09:00-13:30
17:30-18:40 リマ

09:00-10:00
10:30-11:30

13:00-
14:30-15:30

リマ

-
-

26 3月13日 日 - -

評価分析団員：カハマルカ 12:45 → リマ 13:55（LA2297）
団長：アスンシオン 07:00 → リマ 08:50（AV906）

カハマルカ郡ナモラ区政府　表敬・インタビュー
ナモラ区農民組合　インタビュー
カハマルカ郡マタラ区政府　表敬・インタビュー
マタラ区農家組織　インタビュー

カハバンバ郡政府表敬・インタビュー
カハバンバ郡農家組織インタビュー
カハバンバ → イチョカン
サン・マルコス郡イチョカン区政府表敬・インタビュー、イチョカン区プロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
イチョカン農家組織インタビュー
イチョカン → カハマルカ

協力企画団員：東京/成田 17:30 → アトランタ 16:00（DL296）
　　　　　　　　　 アトランタ 17:45 →（DL151)

JICAペルー事務所　打合せ
農業灌漑省　計画予算局　表敬・インタビュー
国立農業研究所（INIA）本部　表敬・インタビュー

農村農業生産開発計画（Agro Rural）本部　表敬・インタビュー

リマ 05:15 → カハマルカ 06:35（LA2294）
評価調査団打合せ
カハマルカ州政府　表敬・インタビュー
農村農業生産開発計画（Agro Rural）カハマルカ　表敬・インタビュー

国立農業研究所（INIA）バニョスデインカ　表敬・インタビュー
日本人専門家　インタビュー
主要なC/P　インタビュー

内容

JICAペルー事務所　打合せ
ペルー側評価調査団員へのブリーフィング
国立農業研究所（INIA）へのインタビュー

農村農業生産開発計画（Agro Rural）本部インタビュー

リマ 05:10 → カハマルカ 06:30（LA 2292）
INIAバニョスデインカ　インタビュー
日本人専門家　インタビュー
主要C/P（プロジェクト中央技術チーム）　インタビュー

文書作成

カハマルカ → ナモラ
カハマルカ郡ナモラ区政府及びナモラプロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
ナモラ区農家組織　インタビュー
ナモラ → マタラ
カハマルカ郡マタラ区政府・マタラプロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
マタラ区農家組織　インタビュー
マタラ → カハマルカ

文書作成

　　　　　　　　　→ リマ 00:25

評価分析団員：東京/成田 17:25 → アトランタ 15:55（DL296）
　　　　　　　　　アトランタ 17:45 → （DL151）

永代団長：リマ 22:10→(AV907)

カハマルカ → サン・パブロ
サン・パブロ郡政府、サン・パブロ郡プロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュープロジェクト
サン・パブロ郡農家組織　インタビュー
サン・パブロ → カハマルカ
合同評価調査団内打合せ

文書作成

文書作成

カハマルカ → カハバンバ

INIA パンパ・グランデ種子圃場視察
カハバンバ郡政府及びカハバンバ郡プロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
カハバンバ郡農家組織　インタビュー

JCCにおいて評価調査結果報告

カハマルカ 17:30 → リマ 18:40 (LA2295)

合同評価調査団内協議

合同評価調査団内協議

合同評価調査団内協議、合同評価報告書署名

サン・ミゲル → サン・パブロ
サン・パブロ郡政府及びサン・パブロプロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
サン・パブロ農家組織　インタビュー
サン・パブロ → カハマルカ

日

月日 宿泊地

土3月12日

カハバンバ → イチョカン
サン・マルコス郡イチョカン区政府　インタビュー
イチョカンプロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
イチョカン区農家組織　インタビュー
生産組合インタビュー
イチョカン → カハマルカ

カハマルカ → サン・ミゲル
サン・ミゲル郡政府及びサン・ミゲルプロジェクト・ローカル技術チーム　インタビュー
サン・ミゲル郡農家組織　インタビュー

他2団員：リマ 01:55 → アトランタ　08:49（DL150）
　　　　　　アトランタ 11:08 → （DL 295）

JICAペルー事務所へ報告
在ペルー日本国大使館へ報告
INIA本部、Agro Ruralへ結果報告
農業潅漑省副大臣へ報告

2月28日

　　　　　　→　東京/成田 15:35

2 2月18日 木

                   → アスンシオン　03:55-

24 3月11日

　　　　　　　　　　→ リマ 00:25)

時間

リマ

-

月2月29日

25

金

09:00-10:00
10:30-11:30
12:20-13:30
15:00-16:00

13

12
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２．主要面談者リスト

添付資料２：主要面談者リスト 
 
 
農業灌漑省（MINAGRI）  

氏 名  職 位 
César Francisco Sotomayor Calderón  農業政策担当 副大臣 
Noemí Marmanillo Bustamante  事務総局 計画・予算局 国際協力室 課長 
Athenas Castello‐Branco 事務総局 計画・予算局 国際協力室 専門官 
Julio Zea Cáceres  事務総局 計画・予算局 投資プログラム室 
 
農業灌漑省（MINAGRI） 国立農業研究所（INIA）本部 

氏 名  職 位 
Dilma Tejada Fernández 計画・予算局 局長 
Jose Eloy Cuéllar Bautista  農業技術開発部 農産物課 課長 
Mirva Aranda Escalante 技術・資金協力班 責任者 
 
農村農業生産開発計画（AGRO RURAL）本部 

氏 名  職 位 
Margarita Mateo  農業開発課 課長 
Elsa Amalia del Aguila Portocarrero  予算・計画課 課長 
Mario Arriarán  コンサルンタント 
 
農業灌漑省（MINAGRI） 国立農業研究所（INIA）  

氏 名  職 位 
Alberto Dante Maurer Fossa  国立農業研究所長 
Galvarino Castro Espinoza  バーニョ・デ・インカ研究所長 
Alipio Briones Vasquez  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト調整員 
Alicia Elizabeth Medina Hoyos  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト元調整員 
 
ナモラ区政府 

氏 名  職 位 
Elsa Huaccha Cárdenas 副区長   
Efraín Guado León  区マネジャー  
Luis Humberto Chuquilín García  経済開発マネジャー  
  
ナモラ農業生産組合 

氏 名  職 位 
Edilberto Roncal Abanto  組合長 
Juan Chávez  副組合長  
Rafael Sánchez Cueva  秘書 
Daniel Bautista Mines  会計 
William Gallardo Mantilla  委員 
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マタラ区カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカル技術チーム 
氏 名  職 位 

Roger Balarezo Rodríguez  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカ

ル技術チーム 調整員 
Felismer Marín Arias  マタラ区政府職員 
Marino Del Campo   カマルカ県農業局 
Santos Juan Abanto   カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカ

ル技術チーム 
 
カハバンバ郡カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカル技術チーム 

氏 名  職 位 
Julio Javier Rodríguez Ibáñez  カハバンバ郡 経済開発マネジャー 
Miguel Valderrama Cabrera  カハバンバ郡 カハマルカ州小規模農家生計向上プロジ

ェクト・ローカル技術チーム 
Helmer Tejada Rengifo カハバンバ郡 農業局 
Wilder Abanto Machuca 農村農業生産開発計画（AGRO RURAL）カハバンバ支所 
Oscar Roberto Ruiz Chacón  カハバンバ郡 カハマルカ州小規模農家生計向上プロジ

ェクト・ローカル技術チーム 種苗 
Ronal Huaccha Cruz  カハバンバ郡 カハマルカ州小規模農家生計向上プロジ

ェクト・ローカル技術チーム 種苗 
César Rosmer Yache Rojas  カハバンバ郡 農業局 
Yessica Viviana Ruiz Cerna  カハバンバ郡 雇用促進局 アシスタント 
Eduardo Díaz Coronado カハバンバ郡 雇用促進局 マネジャー 
Evel Paredes Gonzáles  農村農業生産開発計画（AGRO RURAL）カハバンバ支所 
Alipio Briones Vásquez 農業灌漑省（MINAGRI）国立農業試験場（INIA） 
 
カハバンバ郡農業起業家組合 

氏 名  職 位 
Isidro Briceño Toribio   副組合長 
Ruperto Iparraguirre  秘書 
Julio Cruz Santos  会計係 
Sixta Iparraguirre   財務係 
 
イチョカン区カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカル技術チーム 

氏 名  職 位 
Wilder Quiroz  イチョカン区カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェ

クト・ローカル技術チーム 
Geiser Vargas  農村農業生産開発計画（AGRO RURAL） 
Edmundo Sánchez  農村農業生産開発計画（AGRO RURAL） 
Manuel Tirado Rojas  イチョカン区長 
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El Molino（イチョカン生産組合） 
氏 名  職 位 

Manuel Isidoro Rodríguez Abanto  組合長 
Jaime Sánchez  秘書 
Erlita Berónica Araujo  会計係 
Melecio Rodríguez Izquierdo  委員 
Isidro Acosta Cotrina  財務係 
Mario Abanto  パートナー 
Nelly Coralí Ramos  パートナー 
 
サン・ミゲル郡 

氏 名  職 位 
José Roque  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト調整員 
Elder Herrera Bustamante  経済開発マネジャー 
 
A‐PLUS  El Molino （サン・ミゲル郡の生産組合） 

氏 名  職 位 
Bartolomé Garro Sánchez  組合長 
Bartolomé Mendoza  副組合長 
Gilberto Revilla  会計係 
Melquiades Pérez  委員  
 
サン・パブロ郡 

氏 名  職 位 
Esmilton Plasencia Obando  郡議員 
Wilder Villalobos Alvites カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカ

ル技術チーム 
Nelson Litto Quispe Aldave  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカ

ル技術チーム 
Percy Cueva Cáceres  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト・ローカ

ル技術チーム 
Roberto Goycochea Chávarri  経済開発局マネジャー 
Gilmer Aguilar Castañón 郡長 
Armando Arévalo Vásquez  普及員 
Roberto Herrera Quispe 郡職員 
 
APAAS（カハバンバ郡生産組合の 1 つ） 

氏 名  職 位 
César Noé Lozano Vásquez    代表 
 
在ペルー日本国大使館 

氏 名  職 位 
鳩野 弘毅  二等書記官 

－38－



JICA ペルー事務所 
氏 名  職 位 

江口 雅之  所長 
近藤 貴之  次長 
岩橋 立朗  所員 
Yolanda CAMPOS  セクター担当 
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３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）
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11

年
12

月
26

日
28

3.
20

良
好

ア
ン
チ
ウ
ィ
ル
ス
ソ
フ
ト

M
cA

ff
e

3
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
84

9.
60

良
好

ア
ン
チ
ウ
ィ
ル
ス
ソ
フ
ト

M
cA

ff
e

1
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
2月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
28

3.
20

良
好

ア
ン
チ
ウ
ィ
ル
ス
ソ
フ
ト

M
cA

ff
e

1
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
28

3.
20

良
好

ア
ン
チ
ウ
ィ
ル
ス
ソ
フ
ト

M
cA

ff
e

1
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
28

3.
20

良
好

ア
ン
チ
ウ
ィ
ル
ス
ソ
フ
ト

M
cA

ff
e

1
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
28

3.
20

良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
A

gr
o 

R
ur

al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
カ
ハ
マ
ル
カ
州
政
府

20
13

年
4月

15
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
2月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

プ
リ
ン
タ
ー

X
er

ox
 6

28
0

1
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

35
1.

10
良
好

G
PS

 
G

ar
m

in
5

A
gr

o 
R

ur
al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
6,

07
7.

00
良
好

G
PS

G
ar

m
in

1
カ
ハ
マ
ル
カ
州
政
府

20
13

年
4月

15
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

21
5.

40
良
好

G
PS

G
ar

m
in

2
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好
お
よ
び
紛
失

G
PS

G
ar

m
in

2
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好

G
PS

G
ar

m
in

2
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
2月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好

G
PS

G
ar

m
in

2
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好

G
PS

G
ar

m
in

2
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好

G
PS

G
ar

m
in

2
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
2,

43
0.

80
良
好

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

 
So

ny
5

A
gr

o 
R

ur
al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

33
3.

40
良
好

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

1
カ
ハ
マ
ル
カ
州
政
府

20
13

年
4月

15
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
26

6.
68

良
好

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

良
好
お
よ
び
破
損

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

破
損

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
2月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

良
好

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
2月

23
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

良
好

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

紛
失

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ

So
ny

2
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
53

3.
36

良
好

コ
ピ
ー
機

X
ER

O
X

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
16

,8
74

.0
0

良
好

拡
声
器
お
よ
び
マ
イ
ク

M
ira

y
2

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
40

1.
20

良
好
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U
SD

換
算

合
計

数
量

引
き
渡
し
状
況

供
与
先

供
与
日

金
額

 (税
込

）
メ
ー

カ
ー

/タ
イ
プ

種
類

購
入
日

状
態

ビ
デ
オ
カ
メ
ラ

So
ny

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
94

2.
82

良
好

プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー

3M
1

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
1,

25
0.

80
良
好

プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
・
ス
ク
リ
ー
ン

C
O

N
SO

R
T

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
11

年
12

月
26

日
47

2.
00

良
好

3.
 事

務
所

用
家

具

事
務

机
 L

 1
50

0×
80

0×
15

00
 m

m
 

8
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

2,
83

7.
64

良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
A

gr
o 

R
ur

al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

78
3.

27
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

1
カ
ハ
マ
ル
カ
州
政
府

20
13

年
4月

15
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

26
1.

09
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
3月

14
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

78
3.

27
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

26
1.

09
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
3月

13
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

78
3.

27
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

78
3.

27
良
好

事
務

机
 1

50
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

78
3.

27
良
好

事
務

机
 1

25
0×

80
0×

75
0 

m
m

2
A

gr
o 

R
ur

al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

44
7.

60
良
好

事
務

机
 1

25
0×

80
0×

75
0 

m
m

4
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

89
5.

20
良
好

事
務

机
 1

25
0×

80
0×

75
0 

m
m

3
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

67
1.

40
良
好

事
務
椅
子

5
A

gr
o 

R
ur

al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

50
3.

56
良
好

事
務
椅
子

1
カ
ハ
マ
ル
カ
州
政
府

20
13

年
4月

15
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

10
0.

71
良
好

事
務
椅
子

3
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
3月

14
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

30
2.

13
良
好

事
務
椅
子

13
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

1,
30

9.
25

良
好

事
務
椅
子

3
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

30
2.

13
良
好

事
務
椅
子

3
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
3月

13
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

30
2.

13
良
好

事
務
椅
子

3
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

30
2.

13
良
好

事
務
椅
子

3
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

30
2.

13
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

 
1

ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
3月

14
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
A

gr
o 

R
ur

al
カ
ハ
マ
ル
カ
支
所

20
12

年
8月

20
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
3月

13
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

プ
リ
ン
タ
ー
机

1
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

41
0.

28
良
好

本
棚

1
ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
3月

14
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

19
3.

96
良
好

本
棚

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

19
3.

96
良
好

本
棚

2
サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

38
7.

91
良
好

本
棚

2
カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
3月

13
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

38
7.

91
良
好
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金
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U
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換
算

合
計

数
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引
き
渡
し
状
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供
与
先

供
与
日

金
額

 (税
込

）
メ
ー

カ
ー

/タ
イ
プ

種
類

購
入
日

状
態

本
棚

1
イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

19
3.

96
良
好

本
棚

2
サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

38
7.

91
良
好

棚
1

ナ
モ
ラ
町
政
府

20
12

年
3月

14
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

棚
1

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

棚
1

サ
ン
・
パ
ブ
ロ
郡
政
府

20
12

年
3月

9日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

棚
1

カ
ハ
マ
ル
カ
郡
政
府

20
12

年
3月

13
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

棚
1

イ
チ
ョ
カ
ン
町
政
府

20
12

年
3月

8日
供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

棚
1

サ
ン
・
ミ
ゲ
ル
郡
政
府

20
12

年
3月

12
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
2月

17
日

2.
68

18
6.

50
良
好

脱
粒
機

M
aq

ui
ag

ro
1

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

18
日

1,
60

0.
00

良
好

低
温
貯
蔵
庫

EG
IA

SA
C

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

19
日

2.
64

15
,0

87
.1

9
良
好

種
子
選
別
機

M
aq

ui
ag

ro
1

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

18
日

5,
40

0.
00

良
好

除
湿
機

A
lfa

no
5

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

6日
2,

03
6.

00
良
好

発
芽
試
験
器

EG
IA

SA
C

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

19
日

2.
64

2,
28

1.
27

良
好

水
分
含
有
量
計

A
G

R
A

TR
O

N
IX

1
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

6日
74

8.
00

良
好

包
装
機

D
R

A
F 

PA
C

K
1

IN
IA

バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

15
日

1,
65

2.
00

良
好

貯
水
池
用
ビ
ニ
ー
ル
シ
ー
ト

1 
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

19
日

41
,3

96
.0

0
良
好

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
車

両
荷

台
カ
バ
ー

1 
IN

IA
バ
ー
ニ
ョ
ス
・
デ
・
イ
ン
カ
試
験
場

20
13

年
3月

21
日

供
与
、
署
名
済

20
12

年
6月

19
日

2.
64

1,
13

7.
23

良
好

ハ
ン
ド
・
ト
ラ
ク
タ
ー

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
サ
ン
・
ミ
ゲ
ー
ル
郡
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
運

営
チ
ー

ム
使

用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
12

年
6月

12
日

2.
68

1,
84

4.
26

良
好

ハ
ン
ド
・
ト
ラ
ク
タ
ー

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）

IN
IA

パ
ン
パ
・
グ
ラ
ン
デ

支

所
優
良
種
子
生
産
圃
場
で
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
12

年
6月

12
日

2.
68

1,
84

4.
26

良
好

ハ
ン
ド
・
ト
ラ
ク
タ
ー

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
ナ
モ
ラ
町
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
12

年
6月

12
日

2.
68

1,
84

4.
26

損
傷

ハ
ン
ド
・
ト
ラ
ク
タ
ー

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
イ
チ
ョ
カ
ン
町
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営
チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
12

年
6月

12
日

2.
68

1,
84

4.
26

良
好

ハ
ン
ド
・
ト
ラ
ク
タ
ー

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
中
央
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営

チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
12

年
6月

12
日

2.
68

1,
84

4.
26

良
好

乾
燥
機

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
中
央
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営

チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
13

年
4月

15
日

5,
31

0.
00

良
好

裁
断
機

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
イ
チ
ョ
カ
ン
町
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営
チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
13

年
4月

15
日

1,
80

0.
00

良
好

製
粉
機

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
イ
チ
ョ
カ
ン
町
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営
チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
13

年
4月

17
日

3,
42

2.
00

良
好

水
分
含
有
量
計

1
（
引
き
渡
し
未
実
施
）
イ
チ
ョ
カ
ン
町
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営
チ
ー
ム
使
用
中

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

（
引
き
渡
し
未
実
施
）

20
13

年
4月

15
日

2.
59

2,
04

5.
54

良
好

合
計

38
4,

87
3.

77

JI
C

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
チ
ー

ム
購

入
分

93
,1

36
.5

4

JI
C

A
ペ

ル
ー

事
務

所
購

入
分

29
1,

73
7.

23

4.
 種

子
生

産
用

機
材

6.
 農

産
加

工
用

機
材

5.
 耕

作
用

機
材
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U
SD

-ソ
ル

換
金
率

U
SD

換
算

合
計

数
量

引
き
渡
し
状
況

供
与
先

供
与
日

金
額

 (税
込

）
メ
ー

カ
ー

/タ
イ
プ

種
類

購
入
日

状
態

出
所
：

*1
 :

*2
:

現
状
の
基
準
は
以
下
の
と
お
り
。
良
好
：

 問
題
な
く
使
用
可
能
、
損
傷
：

 損
傷
が
あ
る
、
紛
失
：
紛
失
し
た
。

カ
ハ
マ
ル
カ
州
小
規
模
農
家
生
計
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、

20
16

年
2月

使
用
頻
度
の
基
準
は
以
下
の
と
お
り

 (プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
以
外
の
使
用
は
勘
案
せ
ず

) A
：

 常
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
使
用
、

B
：

 7
0%

程
度
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
使
用
、

 C
：

 5
0%

以
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
使
用
、

D
：

 5
0%

未
満
の
み
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
使
用
、

E：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
の
使
用
な
し
、
も
し
く
は
紛

失
。
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付属資料 4-2 本邦研修実績表 

作成：2016 年 3 月 1 日 

1． 研修一覧 

研修 コース名 期間 参加人数 

１．本邦研修実施    

第 1 回本邦研修 農民組織化及び農産物の生産・加工・流通 2013 年 2 月 14 日から 

2013 年 3 月 5 日（20 日間） 

3 名 

第 2回本邦研修 産物の生産・加工・流通及び水土保全 2013 年 11 月 23 日から 

2013 年 12 月 11 日（19 日間） 

7 名 

第 3回本邦研修 産物の生産・加工・流通及び水土保全 2016 月 2 月 18 日から 

2016 年 3 月 9 日（21 日間） 

9 名 

２．第三国研修（受入） 

エクアドル国チンボ

ラソ県持続的総合農

村開発プロジェクト 

持続的農村総合開発 2013 年 7 月 9 日から 

2013 年 7 月 17 日（8日間） 

11 名 

*日本人 2

名含む 

３．本プロジェクト以外での JICA 研修 

JICA 研修（日本） 生活向上を通じた地域開発 2012 年 1 月 14 日から 

2013 年 1 月 29 日（16 日間） 

1 名 

JICA 研修（日本） 南米アメリカ諸国における地域資源活動によ

る地域経済開発-C 

2014 年 2 月 14 日から 

2014 年 3 月 14 日（29 日間） 

1 名 

JICA 研修（日本） ラテンアメリカにおける小規模農家支援にお

ける持続可能な農業技術の普及方法 

2015 年 6 月 21 日から 

2015 年 9 月 4 日（76 日間） 

1 名 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

2.  本邦研修の概要 

2.1 第 1 回本邦研修 

研修参加者 

氏名 所属先 所属組織での立場 プロジェクトでの立
場 

第 1回本邦研修    

Ing. Alicia Elizabeth Medina Hoyos 
アリシア・エリザベス・メディナ・オジョス 

INIA バーニョス・デ・
インカ試験場 

研究員 全体調整員 
 

Ing. José Manuel Roque Cojal 

ホセ・マヌエル・ロケ・コハル 

サン・ミゲール郡政府 技術者 サン・ミゲール郡調
整員 

Ing. Wilson Tello Pérez 
ウィルソン・テジョ・ペレス 

ナモラ町政府 事業計画専門家 ナモラ町調整員 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

研修の内容 

年月日 
時間 研修場所 

研修項目 講師名 

日付 曜日 区分 内容 氏名 役職 

2 月 18 日 月 1 時間 

鹿児島市中央

卸売市場青果

市場 

講義 
農産物の卸売体制

について 
小山田重紀 鹿児島市中央卸売市場 

    1 時間   講義   森山貞雄 
鹿児島中央青果株式会

社 

    1 時間   講義   高原安廣 鹿児島青果株式会社 

2 月 19 日 火 
1.5 時

間 

鹿児島県農業

開発総合セン

ター 

講義 

エンドウ豆の栽培

技術、品種改良方

法について 

中島純 
鹿児島県農業開発総合

センター野菜研究室 

    1 時間 

指宿市山川町

実えんどう圃

場 

見学 
エンドウ豆栽培現

場の視察 

中島純及び

入料珠美 

鹿児島県農業開発総合

センター野菜研究室 
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年月日 
時間 研修場所 

研修項目 講師名 

日付 曜日 区分 内容 氏名 役職 

    1 時間 

JA いぶすき実

えんどう集出

荷施設 

見学 
エンドウ豆集出荷

場の視察 

中島純及び

入料珠美 

鹿児島県農業開発総合

センター野菜研究室 

2 月 21 日 木 1 時間 
北平食品加工

組合 
見学 

ゆで饅頭づくりグ

ループ視察 
穴井重子 北平食品加工組合 

    
0.5 時

間 

大山農協 

木の花ガルテ

ン 

見学 
農産物直売所及び

加工品直売所視察
矢羽田正豪 

大分大山町農業協同組

合 組合長 

    
1.5 時

間 

NPO 法人大分一

村一品国際交

流推進協会 

講義 
本物の一村一品運

動 
内田正 

NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会  

2 月 22 日 金 
0.5 時

間 

農事組合法人 

畦道グループ

食品加工組合 

見学 
畦道グループ－か

りんとうづくり 
渡辺晃子 

農事組合法人 畦道グ

ループ食品加工組合 

    1 時間 

スペインハム

工房―カバジ

ェロス 

見学 地場産ハム作り 松村哲明 
スペインハム工房―カ

バジェロス 

    2 時間 

NPO 法人大分一

村一品国際交

流推進協会 

講義 

一村一品国際協会

(内田)との研修、

総括 

内田正 
NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会  

2 月 24 日 日 
5.5 時

間 
平和公園 見学 

日本の戦後復興を

学ぶ 
石田晃大 日本工営 地域整備部 

2 月 25 日 月 2 時間 
錦市場等京都

市内各所 
見学 

農産物加工の多様

性、販売方法の工

夫を学ぶ 

石田晃大 日本工営 地域整備部 

2 月 26 日 火 2 時間 

和歌山県農業

試験場温暖地

園芸センター 

講義 

エンドウ豆（品種

ウスイ）の栽培方

法、育種方法を学

ぶ 

宮本芳城 
和歌山県農業試験場温

暖地園芸センター 

    
0.5 時

間 

産直市場よっ

てってごぼう

店 

見学 
産直市場での販売

方法を見学する 
石田晃大 日本工営 地域整備部 

    
0.5 時

間 

ホームセンタ

ーコーナン御

坊インター店 

その他 
日本の農業資材の

見学 
石田晃大 日本工営 地域整備部 

2 月 28 日 木 
0.5 時

間 

ベジポート有

限責任事業組

合 

講義 

大規模な農産加工

場を視察し、工業

的な農産加工方法

について学ぶ 

小林久一 ㈱ニチレイ 

2 月 28 日 木 
0.5 時

間 

ベジポート 

有限責任事業

組合 

講義 

大規模な農産加工

場を視察し、工業

的な農産加工方法

について学ぶ 

田中徳美 ㈱ニチレイ 

3 月 1日 金 3 時間 高橋氏宅 講義 

有機農業における

栽培方法、有機肥

料の作成方法を学

ぶ 

高橋光久 

村田大樹 

個人農家 

埼玉県東松山農林振興

センター 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
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2.2 第 2 回本邦研修 

研修参加者 

氏名 所属先 所属組織での立場 プロジェクトでの立
場 

第 2回本邦研修    

Eco. Julio Javier Rodríguez Ibáñez 

フリオ・ハビエル・ロドリゲス・イバニェス 

カハバンバ郡政府 経済開発部長 カハバンバ郡調整員
 

Ing. Pedro Díaz Mantilla 
ペドロ・ディアス・マンティージャ 

カハマルカ州政府 機関調整員 カハマルカ州政府調
整員 

Sr. Rogelio Calderón 
ロヘリオ・カルデロン 

Agro Rural カハマルカ
支部 

アシスタント技術
者 

カハバンバ郡技術者

Ing. Víctor Gonzalo Llerena 

ビクトール・ゴンサロ・ジェレーナ 

カハマルカ郡政府 
 

経済開発部長 カハマルカ郡調整員

Ing. Wilder Mesías Quiroz Tirado 

ウィルデル・メシアス・キロス・ティラード 

イチョカン町政府 技術者 イチョカン町調整員

Ing. Nelson Litto Quispe 
ネルソン・リット・キスペ 

カハマルカ州政府（農業
局） 

技術者 サン・パブロ郡技術
者 

Ing. Alex Marcos Ventura Terán 

アレックス・マルコス・ベンチュラ・テラン 

サン・パブロ郡政府 技術者 サン・パブロ郡技術
者 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

研修の内容 

年月日 
時間 研修場所 

研修項目 講師名 

日付 曜日 区分 内容 氏名 役職 

11月26日 火 
1.5 時

間 

鹿児島市中央

卸売市場青果

市場 

講義 
農産物の卸売体制

について 
小山田重紀 鹿児島市中央卸売市場 

    1 時間 同上 講義 同上 森山貞雄 
鹿児島中央青果株式会

社 

    1 時間 同上 講義 同上 高原安廣 鹿児島青果株式会社 

11月27日 水 2 時間 

鹿児島県農業

開発総合セン

ター 

討議/検

討会 

エンドウ豆栽培技

術、ペルーでのエ

ンドウ豆栽培につ

いて 

中島純 
鹿児島県農業開発総合

センター野菜研究室 

    
1.5 時

間 
同上 見学 試験圃場視察 中島純 同上 

11月28日 木 1 時間 
同総合センタ

ー園芸作物部 
実習 

エンドウ豆栽培実

習 
中島純 同上 

    2 時間 
実エンドウ圃

場 
見学 

エンドウ豆栽培現

場の視察 

中島純及び

入料珠美 

同上及び鹿児島県南薩

地域振興局農林水産部 

11月29日 金 2 時間 

鹿児島県農業

開発総合セン

ター果樹部北

薩分場 

講義 

果樹苗木生産、定

植後の管理方法に

ついて 

東明弘 

鹿児島県農業開発総合

センター果樹部北薩分

場長  

    1 時間 川畑ブドウ園 見学 
果樹栽培農家圃場

視察 
川畑ひろ子  川畑ブドウ園事業主 

    1 時間 
ゆす村農園有

限会社 
見学 

果樹苗木生産業者

視察 
東愛理 

ゆす村農園有限会社店

主 

12 月 2 日 月 1 時間 

農事組合法人 

畦道グループ

食品加工組合 

見学 

小規模な女性グル

ープによる一村一

品活動の視察 

渡辺晃子 
農事組合法人 畦道グ

ループ食品加工組合 

    
2.5 時

間 

ホルトホール

大分 

302 会議室 

講義 
一村一品運動の概

略や成功例を学ぶ
内田正 

NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会  

12 月 3 日 火 7 時間 広島平和公園 見学 
日本の戦後復興を

学ぶ 
丸山英樹 日本工営 地域整備部 
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年月日 
時間 研修場所 

研修項目 講師名 

日付 曜日 区分 内容 氏名 役職 

12 月 4 日 水 2 時間 

広島ミミズの

会 

堆肥小屋 

講義 ミミズ堆肥の製造 加用誠男 広島ミミズの会 代表 

12 月 5 日 木 
2.5 時

間 

世田谷区民健

康村 

なかのビレッ

ジ 

講義 
森林整備事業につ

いて 
岸昌孝 

B(生物多様性)センス・

フォーラム メンバー 

    
1.5 時

間 

なかのビレッ

ジ周辺地域 
見学 

造林地、保護林等

の見学 
同上 同上 

    4 時間 
なかのビレッ

ジ周辺地域 
実習 森林整備実習 同上 同上 

12 月 6 日 金 
1.5 時

間 

ティア・ツリー 

果樹園とカフ

ェ有限会社 

視察 リンゴ農家視察 
岸昌孝及び

星野孝之 

同上及びティア・ツリー 

果樹園とカフェ有限会

社代表取締役 

    
1.5 時

間 

利根沼田森林

組合 
講義 

林業を通じた農山

村活性化事業 

岸昌孝及び

外山京太郎 

同上及び利根沼田森林

組合・理事兼総務課長 

12 月 9 日 月 2 時間 

JA 東京あおば 

総合園芸セン

ター 

視察 

日本の農産物の販

売、展示方法につ

いて 

丸山英樹 日本工営地域整備部 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

 

2.3 第 3 回本邦研修 

研修参加者 

氏名 所属先 所属組織での立場 プロジェクトでの立
場 

第 3回本邦研修    

Carlos Quiroz 
カルロス・キロス 

カハマルカ州政府農業
局 

農業技術者 ナモラ町技術者 

Antonio Roncal 
アントニオ・ロンカル 

カハマルカ州政府農業
局 

農業技術者 
サン・ミゲール郡技
術者 

Raul Villegas 
ラウル・ビジェガス 

農業灌漑省・地域農業生
産性向上プログラムサ
ン・ミゲル郡事務所 

農業技術者 
サン・ミゲール郡技
術者 

Camilo Mantilla 
カミロ・マンティージャ 

農業灌漑省・地域農業生
産性向上プログラムカ
ハマルカ事務所 

農業技術者 ナモラ町技術者 

Angel Perez 
アンヘル・ペレス 

カハマルカ州サン・ミゲ
ール郡政府 

アシスタント農業
技術者 

サン・ミゲール郡技
術者 

Jose Luis 
ホセ・ルイス 

カハマルカ州カハバン
バ郡政府 

アシスタント農業
技術者 

カハバンバ郡技術者

Crecensio Paredes 
クレセンシオ・パレデス 

カハマルカ州カハバン
バ郡政府 

アシスタント農業
技術者 

カハバンバ郡技術者

Moices Succedo 
モイセス・スクセド 

カハマルカ州カハマル
カ郡マタラ町政府 

アシスタント農業
技術者 

マタラ町技術者 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
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研修の内容 

年月日 
時間 研修場所 

研修項目 講師名 

日付 曜日 区分 内容 氏名 役職 

2 月 23 日 火 
0.5 時

間 

鹿児島市中央

卸売市場青果

市場 

見学 
農産物流通システ

ムの事例 
小山田重紀 

鹿児島市中央卸売市場 

主査 

  
1.0 時

間 
同上 講義 

青果流通システム

の事例 
森山貞雄 

鹿児島中央青果株式会

社 常務取締役 

  
1.0 時

間 
同上 講義 同上 高原安廣 

鹿児島青果株式会社 

専務取締役 

2 月 24 日 水 
1.0 時

間 

鹿児島県農業

開発総合セン

ター 

見学 試験圃場視察 中島純 
鹿児島県農業開発総合

センター園芸作物部 

  
1.5 時

間 
同上 講義 

エンドウ豆栽培方

法について 
中島純 同上 

2 月 25 日 木 
5.5 時

間 

鹿児島市観光

農業公園“グリ

ーンファーム” 

見学 
観光農業公園につ

いて 
上薗正人 

鹿児島市観光農業公園 

主査 

2 月 26 日 金 
1.0 時

間 

鹿児島県農業

開発総合セン

ター果樹部 

講義 

果樹苗木生産、定

植後の管理方法に

ついて 

岩田浩二 

鹿児島県農業開発総合

センター果樹部 研究

専門員  

  
1.0 時

間 

株式会社財宝

農場 
見学 果樹栽培圃場視察 新屋敷博之 

株式会社財宝農場 副

社長 

  
1.0 時

間 
ビワ生産農家 見学 果樹栽培圃場視察 伊地知進 農場主 

2 月 29 日 月 
0.5 時

間 

農事組合法人

畦道グループ

食品加工組合 

見学 

小規模な女性グル

ープによる一村一

品運動の事例 

渡辺晃子 
農事組合法人畦道グル

ープ食品加工組合 

  
0.7 時

間 

大山農協 木の

花ガルデン *1 
見学 

農協によるレスト

ラン、農産物直売

所の事例 

二宮延子 
NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会  

  
3.0 時

間 

かんぽの宿日

田研修室 
講義 

小規模な女性グル

ープの組織化や資

金手当の方法 

内田正 

NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会 理事

長 

3 月 1日 火 
3.0 時

間 

ホルトホール

大分 *2 
講義 

大分で始まった一

村一品運動の本質
内田正 

NPO法人大分一村一品国

際交流推進協会 理事

長 

  
4.0 時

間 

ホルトホール

大分 
実習 

一村一品運動の研

修内容の実践用ア

クションプランの

作成 

工藤順一及

び内田正 

日本文理大学経営経済

学部 准教授及び NPO

法人大分一村一品国際

交流推進協会 理事長 

3 月 2日 水 
2.0 時

間 

広島ミミズの

会 

堆肥小屋 

講義 
ミミズ堆肥生産の

事例 
加用誠男 広島ミミズの会 代表 

  
2.5 時

間 
広島平和公園 見学 

日本の戦後と復興

の概要 
細野智之 日本工営株式会社 

3 月 4日 金 
3.0 時

間 

有限会社トッ

プリバー 
講義 

儲かる農業のビジ

ネスモデル 
嶋崎秀樹 

有限会社トップリバー

社長 

  
2.0 時

間 

有限会社トッ

プリバー 
見学 

儲かる農業の栽培

管理 
塩川源夫 

有限会社トップリバー

営農顧問 

3 月 7日 月 
2.0 時

間 

JA 東京あおば 

総合園芸セン

ター 

見学 農産物流通の事例 細野智之 日本工営株式会社 

出所：  カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
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付属資料 4-3(1) 供与機材費 

費目 

1 年次 

（2011 年 7 月～ 

2012 年 7 月） 

2 年次 

（2012 年 8 月～ 

2014 年 7 月） 

3 年次 

（2014 年 8 月～ 

2015 年 12 月） 

合計 

soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算

JICA プロジェクト・チ

ーム現地経費 
215,499 80,559 33,560 12,578 0 0 249,059 93,137

JICA ペルー事務所現地

経費 
780,412 291,737 0 0 0 0 780,412 291,737

合計（税込） 995,911 372,296 33,560 12,578 0 0 1,029,471 384,874

出所： カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016年 2月 

注： 対象期間の JICA 月次換算レートの平均値を用い円貨を US 米ドルに変換。 

1 年次：soles1.0=JPY29.42、USD1.0=JPY78.7、2 年次：soles1.0=JPY35.454、USD1.0=JPY94.6、3 年次：

soles1.0=JPY38.566、USD1.0=JPY117.5。 
 

付属資料 4-3(2) JICA プロジェクト・チーム現地経費 

費目 

1 年次 

（2011 年 7 月～ 

2012 年 7 月） 

2 年次 

（2012 年 8 月～ 

2014 年 7 月） 

3 年次 

（2014 年 8 月～ 

2015 年 12 月） 

合計 

soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算 soles 換算 USD 換算

傭人費 421,530 157,578 1,330,970 498,818 872,018 286,215 2,624,518 942,611

機材保守・管理費 17,747 6,634 74,713 28,001 74,153 24,338 166,613 58,974

消耗品費 124,531 46,553 542,983 203,498 182,569 59,923 850,083 309,974

旅費・交通費 8,424 3,149 30,659 11,490 66,022 21,670 105,105 36,309

通信運搬費 11,602 4,337 19,408 7,274 13,156 4,318 44,166 15,929

資料等作成費 25,373 9,485 29,746 11,148 20,137 6,609 75,256 27,243

借料損料 88,522 33,092 46,138 17,291 26,180 8,593 160,840 58,976

現地研修費 307 115 11,045 4,139 12,781 4,195 24,133 8,449

雑費 263 98 0 0 0 0 263 98

供与機材輸送費 

（課税対象） 
68 25 0 0 0 0 68 25

その他機材購入費 22,910 8,564 0 0 0 0 22,910 8,564

ローカルコンサルタン

ト契約 
262,712 98,208 0 0 0 0 262,712 98,208

会議費 8,158 3,050 5,246 1,966 10,300 3,381 23,704 8,396

合計（税抜） 992,147 370,889 2,090,908 783,626 1,277,314 419,242 4,360,369 1,573,757

合計（税込） 1,041,754 389,433 2,195,453 822,808 1,379,499 452,781 4,616,707 1,665,022

出所： カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 

注： コンサルタント人件費・コンサルタント諸経費・航空運賃・日当宿泊・本邦研修経費・成果品作成費・供与機材

費は除く。 

対象期間の JICA 月次換算レートの平均値を用い円貨を US 米ドルに変換。 

1 年次：soles1.0=JPY29.42、USD1.0=JPY78.7、2 年次：soles1.0=JPY35.454、USD1.0=JPY94.6、3 年次：

soles1.0=JPY38.566、USD1.0=JPY117.5。 

3 年次データはコンサルタント資料に基づく推定値、2015 年 12 月 31 日現在（JICA 未精算のため）。 
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５．ペルー側投入

添付資料 5 ペルー側活動費 合計（概算） 

機関 人件費（ソル） 一般経費（ソル） 農業資材費（ソル） 合計（ソル） 

INIA  316,434 169,620 78,652 564,706

Agro Rural  190,440 40,360 8,650 239,450

カハマルカ州政府  214,560 35,759 142,836 393,155

イチョカン町政府  93,600 16,568 465 110,633

カハマルカ郡政府  75,660 6,997 41,898 124,556

カハバンバ郡政府  78,240 17,000 8,245 103,485

サン・パブロ郡政府  115,920 17,000 0 132,920

サン・ミゲル郡政府  177,600 17,000 53,274 247,874

ナモラ町政府  114,540 14,875 3,355 132,770

マタラ町政府  32,520 8,716 14,021 55,257

合計 1,409,514 343,896 351,396 2,104,806

合計（USD 換算 

1USD=3.1 ソル） 454,682 110,934 113,354 678,970

出所 ：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
注 ：換算レートは Soles1.0=USD3.1 を使用。 

 

投入推定経費 人件費（概算） 

機関 
2011-2012 年 

（ソル） 

2013 年 

（ソル） 

2014 年 

（ソル） 

2015 年 

（ソル） 

合計 

（ソル） 

INIA  102,000 102,000 65,954 46,480 316,434

Agro Rural  10,860 10,860 73,860 94,860 190,440

カハマルカ州政府  53,640 53,640 53,640 53,640 214,560

イチョカン町政府  32,400 32,400 14,400 14,400 93,600

カハマルカ郡政府  0 27,454 23,854 24,351 75,660

カハバンバ郡政府  19,560 19,560 19,560 19,560 78,240

サン・パブロ郡政府  28,980 28,980 28,980 28,980 115,920

サン・ミゲル郡政府  44,400 44,400 44,400 44,400 177,600

ナモラ町政府  35,880 35,880 35,880 6,900 114,540

マタラ町政府  0 3,720 14,400 14,400 32,520

合計 327,720 358,894 374,928 347,971 1,409,514

合計（USD 換算 

1USD=3.1 ソル） 
105,716 115,772 120,945 112,249 454,682

出所 ：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
注 ：換算レートは Soles1.0=USD3.1 を使用。  
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投入推定経費 一般経費（概算） 

機関 
2011-2012 年 

（ソル） 

2013 年 

（ソル） 

2014 年 

（ソル） 

2015 年 

（ソル） 

合計 

（ソル） 

INIA  14,546 14,546 84,762 55,766 169,620

Agro Rural  6,415 6,415 12,715 14,815 40,360

カハマルカ州政府  5,108 10,217 10,217 10,217 35,759

イチョカン町政府  4,250 4,250 4,034 4,034 16,568

カハマルカ郡政府  0 3,258 3,740 0 6,997

カハバンバ郡政府  4,250 4,250 4,250 4,250 17,000

サン・パブロ郡政府  4,250 4,250 4,250 4,250 17,000

サン・ミゲル郡政府  4,250 4,250 4,250 4,250 17,000

ナモラ町政府  4,250 4,250 4,250 2,125 14,875

マタラ町政府  0 1,716 3,500 3,500 8,716

合計 47,319 57,402 135,968 103,207 343,896

合計（USD 換算 

1USD=3.1 ソル） 
15,264 18,517 43,861 33,293 110,934

出所 ：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
注 ：換算レートは Soles1.0=USD3.1 を使用。 

 

投入推定経費 農業資材費（概算） 

機関 
2011-2012 年 

（ソル） 

2013 年 

（ソル） 

2014 年 

（ソル） 

2015 年 

（ソル） 

合計 

（ソル） 

INIA  0 9,154 12,244 57,254 78,652

Agro Rural  8,150 0 0 500 8,650

カハマルカ州政府  0 47,061 43,775 52,000 142,836

イチョカン町政府  0 345 0 120 465

カハマルカ郡政府  0 8,370 13,701 19,827 41,898

カハバンバ郡政府  0 8,245 0 0 8,245

サン・パブロ郡政府  0 0 0 0 0

サン・ミゲル郡政府  30,000 6,958 0 16,316 53,274

ナモラ町政府  0 3,355 0 0 3,355

マタラ町政府  0 5,900 8,121 0 14,021

合計 38,150 89,388 77,841 146,017 351,396

合計（USD 換算 

1USD=3.1 ソル） 
12,306 28,835 25,110 47,102 113,354

出所 ：カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト、2016 年 2 月 
注 ：換算レートは Soles1.0=USD3.1 を使用。 
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（和文仮訳） 

会議議事録 

カハマルカ州小規模農家生計向上プロジェクト 

第 7 回合同調整委員会 

 

独立行政法人国際協力機構（JICA）、ペルー共和国・カハマルカ州政府（GORECAJ）、国立農業研

究所（INIA）、農村農業生産開発計画（AGRO RURAL）、（その他）のカハマルカ州小規模農家生計向

上プロジェクトの実施機関（以下、実施機関）、農業灌漑省（MINAGRI）、ペルー国際協力庁（APCI）

など関連機関（以下、関連機関）は共同でプロジェクト最終評価を実施した。 

評価は JICA、実施機関及び関連機関からの派遣要員で構成、永代成日出とカロリーナ・イスラ

エル・パラシオスを代表とするミッション・チーム（ミッション）による現場訪問、関連者・機

関へのインタビューを通じ、2016 年 2 月 17 日から 3月 10 日まで実施された。 

評価結果は 2016 年 3 月 10 日にカハマルカ市で開催された第 7 回合同調整委員会で報告され、

JICA、実施機関、関連機関は添付書類に詳説される事項について合意した。 

 

2016 年 3 月 10 日、カハマルカ市 

 

永代 成日出 

代表 

終了時評価ミッション・チーム 

国際協力機構 

日本国 

 

イラリオ・メディナ・バスケス 

Prof. Hilario Medina Vásquez 

カハマルカ州知事 

ペルー共和国  

 

  

ウィリアム・ヘスス・クーバ・アラナ 

Ing. William Jesús Cuba Arana 

局長 

計画予算局 

農業灌漑省 

 

アルベルト・ダンテ・マウレル・フォッサ 

Dr. Alberto Dante Maurer Fossa 

所長 

国立農業研究所(INIA) 

ペルー共和国 

 

  

マルコ・アントニオ・ビネリ・ルイス 

Eco. Marco Antonio Vinelli Ruiz 

ダイレクター（Ejecutiv Director） 

農村農業生産開発計画（AGRO RURAL) 

ペルー共和国 

 

マヌエル・ベセラ・ビチェス 

Lic. Manuel Becerra Vilchez 

市長 

カハマルカ市 

ペルー共和国 

  

ホセ・マルセロ・ガンボア・イラリオ 

Prof. José Marcelo Gamboa Hilario 

郡長 

カハバンバ郡 

ペルー共和国 

ヘルメレヒルド・エスコバル・セルキン 

Sr. Hermerejildo Escobal Cerquin 

区長 

カハマルカ市ナモラ区 

ペルー共和国  
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レオナルド・カバニージャ・メルロ 

Dr. Leonardo Cabanillas Merlo 

村長 

サン・パブロ郡 

ペルー共和国 

 

ラサロ・パレデス・イスキエルド 

Sr. José Lázaro Paredes Izquierdo 

区長 

サン・マルコス郡イチョカン区 

ペルー共和国 

  

フリオ・バルガス・ガビディア 

Dr. Julio Vargas Gavidia 

郡長 

サン・ミゲル郡 

ペルー共和国 

 

エルメル・エンリケ・ムニョス・パブロ 

Sr. Elmer Enrique Muñoz Pablo 

区長 

カハマルカ市マタラ区 

ペルー共和国  
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添付書類 
 
 合同調整委員会は合同評価チームにより発表された最終評価報告書（アネックス 1）を承認し、本

報告書の推奨事項に関連・対応に必要となる事項を実施することを合意した。 

 

1. プロジェクト組織強化のための支援維持に関する対応（INIA バーニョス・デ・インカ研究所、

カハマルカ州政府） 

プロジェクトの各組織はこれまでに実施された支援活動により強化されたが、例えば農業資材の

共同購入や農産物共同集出荷などの活動の安定化までにはいまだ支援が必要である。このため、実

施機関は、組織の更なる強化に向けた支援継続のため以下の対策を講じることを合意した。 

 
 INIA バーニョス・デ・インカ研究所、カハマルカ州政府、AGRO RURAL はプロジェクトによる技

術支援及び終了後モニタリングのため、最低でも 2016～17 年作期まで（AGRO RURAL は 2016 年

12 月、INIA 及びカハマルカ州政府は 2017 年 10 月まで）下表に示す要員、資機材等を配置する

ことを約束した。 

 INIA カハマルカ州政府 AGRO RURAL 

専門家 関係専門家 農業局関係技術者 

 

技術支援関係技術者 

（2016 年 12 月） 

事務所 プロジェクト事務所 ----- カハマルカ・ゾーン事

務所 

資機材 プロジェクト資機材

（車両、事務所資機材）

プロジェクトから農業

局に供された二輪車 

プロジェクトから農業

局に供された二輪車 

物品 前作期未使用の残物品 

 

プロジェクトの組織向
けに購入された 670 袋
のグアノ・デ・イスラ 

植林苗 

ロジスティック

支援 

終了後モニタリング向

け 

終了後モニタリング向

け 

技術支援向け 

関連機関の専門家と技術者は、①組織強化、②栽培技術、③計画生産（農業資材の共同購入や

農産物共同集出荷）に関する支援及び、④組織が作成した AGRO IDEAS 用に作成したビジネス・

プランの事務手続進捗のモニタリングを行う。 

 

2.  モデル参考書の改善と最終化、モデルのより広い地域への普及のための対策（プロジェクト・

チーム、農業灌漑省、INIA） 

プロジェクト・チームは「小規模農家商業的農業構築ガイドライン」を作成した。ガイドライン

には商業的農業に関する基礎知識や技術、そして“アクター連結による生産チェーン効率化モデル”

の説明が含まれる。しかしながら、他領域での理解の深化、普及のためには、ガイドラインには、

いまだデザインや編集に改善余地がある。このため、プロジェクト・チームと関連機関は以下の対

策を講じることで合意した。 

 プロジェクト・チームはガイドラインのデザインや編集の改善、さらにはモデルの記述に限定

した追加図書（モデル要約）を 2016 年 4 月末までに作成、農業灌漑省に送付、農業灌漑省はこ

のガイドライン、図書を 3016 年 5 月末までに見直すことを約束した。 

 農業灌漑省とプロジェクト・チームは、ガイドラインの予算プログラム 121 号（小規模農家と
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市場連結改善プログラム）の枠組み内での発行に関する可能性を評価する。2017 年プログラム

見直しに反映されるよう、プロジェクト・チームは 6 月上旬までにガイドライン最終版を農業

灌漑省に送付する。 

 INIA、AGRO RURAL 及びプロジェクト・チームはプロジェクトで作成された技術マニュアルの発

行について調整を進め、2016 年 4 月末までに発行方法を決定する。 

 プロジェクト・チームはモデル・ファシリテーター育成のため、合計 2 回の啓発セミナーを開

催する。1回はカハマルカ州農業局、INIA バーニョス・デ・インカ研究所、2回はリマ市で農業

灌漑省、AGRO RURAL、INIA を対象とする。次期は 2016 年 6 月を想定する。 
 
3.  モデル活動のシエラ地域での実施に向けた対応（プロジェクト・チーム、AGRO RURAL、INIA、 カハ

マルカ州政府、カハマルカ州郡・町政府） 
上記のとおり、プロジェクト・チームは“アクター連結による生産チェーン効率化モデル”と呼

ばれる商業的農業のためのモデルを作成した。このモデルはこれまでのプロジェクト活動の実証的

実施に結果に基づき形成された。このモデル活動の他のペルー国シエラ地域での実施のために、プ

ロジェクト・チーム及び実施機関は以下の対策を講じることで合意した。 

 AGRO RURAL は 3 州（カハマルカ、アマゾナス、ラ・リベルタッド州）でのモデル活動の実施の

ため SNIP（国家公共投資システム）の枠組みでのプロジェクト・フェーズ 2の形成を開始した。

AGRO RURAL は農業灌漑省投資プログラム事務所（OPI）がフェーズ 2に係るプレ投資調査結果承

認手続きが 2016 年 6 月までに完了できるよう努力する。 

 AGRO RURAL とプロジェクト・チームは山岳地域小中規模灌漑整備事業（JICA 有償）コンポーネ

ント A農業技術支援でのモデルの活用について検討、2016 年 6 月までに結論を出す。 

INIA バーニョス・デ・インカ研究所とイチョカン区政府はモデルを活用した紫トウモロコシ栽

培技術の調査、普及活動を実施する。INIA バーニョス・デ・インカ研究所は国家農業革新プロ

グラム（PNIA）のファンドでこれら活動の予算を確保済みである。区政府は事務所及び非専従

の技術者 1名を配置する。 

 サン・パブロ郡政府は、2015～16 年作期に郡内でモデルを適用した活動を行った（紫トウモロ

コシ：1ha、エンドウ豆 1ha）。また、2016～17 年作期にこの活動を拡大するため（紫トウモロ

コシ：6ha、エンドウ豆 2ha）予算を措置した。 

 サン・ミゲル郡政府は 2016 年 1 月にモデル活動の拡大に向けた検討を開始した。郡政府は 2016

年 12月までのアシスタント技術者の配置及び3ha相当のエンドウ豆栽培用農業資材を供給する。

（また、2017 年からのモデル活動の実施のため 2016 年 5 月までに活動計画を取りまとめる。） 

 カハマルカ市政府、マタラ区政府、ナモラ区政府は 2016 年 1 月にモデル活動の拡大に向けた検

討を開始した。市・郡政府はモデル活動実施に向けた活動計画を 2016 年 4 月末までに取りまと

める。 

 カハバンバ郡政府はモデル活動実施に向けた活動計画を 2016 年 4 月末までに取りまとめる。 
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